会　議　の　経　過
　　　　　◎開議の宣告
議長（高橋宣博君）　ただいまの出席議員は１７名で定足数に達しておりますから、本日の会議を開きます。
（午前　９時３０分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１，議案第４号　桑折町副町長定数条例
議長（高橋宣博君）　日程第１，議案第４号「桑折町副町長定数条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第４号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第４号「桑折町副町長定数条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第２，議案第５号　地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整備に関す　　　　　　　　　　　　　　　　　る条例
議長（高橋宣博君）　日程第２，議案第５号「地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第５号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第５号「地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第３，議案第６号　桑折町課設置条例
議長（高橋宣博君）　日程第３，議案第６号「桑折町課設置条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第６号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１７番（奥山敏夫君）　私は、第２条関係について２点お伺いいたします。
　第２条の総務課関係ですが、重要な水防とか国民保護というものは無理すれば１１に入りますけれども、別枠で上げておった方がいいんじゃないかと思います。
　それから、上下水道課につきましては、やはり上水道に関することということも入った方が私はいいんじゃないかと思うんですが、お伺いします。
庶務課長（國分英利生君）　お答えを申し上げます。
　お質しの総務課の分掌事務の中に水防、あるいは国民保護だったでしょうか、それに関することについては別項として分類すべきでないかというようなお質しでありますが、ここの第２条でもきておりますが、主な事務というようなことで水防、あるいは防災に関することについては、国民保護に関することについては、９号の消防防災に関することというようなところの中に入るというような考え方で規定をしたところでありますので、ご理解をいただきたいと思います。
１７番（奥山敏夫君）　国民保護、水防もですが、この(9)のところに消防、防災とありますが、水防も１項目、従来はあったと思うんですが、そのほかにやはり国民保護というのは新しくできました問題でございまして、これは非常に大きな国際的問題もありますので、やはり国民保護というものは無理して入れるのなら(9)に入れてもいいんですが、別に設けた方が私はいいんじゃないかと思うんですが、町長いかがでしょうか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　国民保護条例を定めて取り組んでいく中で、それをやはり総務課の中の主な事務として入れるべきではないかということでございますが、ただいま担当課長より答弁あったように、(9)、あるいは(11)ですね、すべてにわたるような他の課の所管に属さない事項に関することと、こういうところにも包含されるのではないかなというように思っております。なお、今後検討して、そういったものについては規則の中で定めていく方法もございますので、そういった方向で検討させていただきたいと思います。
　以上であります。
１７番（奥山敏夫君）　１７番、私は水防とか、これは毎年ありますし、それから国民保護というのは、これは全国的な問題でもありますので、私はやはり項目を起こすことが必要だと思うんですが、再度町長にお尋ねいたします。あまり甘く見てダメですよ、国民保護ということも。これは全国的な問題ですからして、やはり入れておった方がいいんじゃないかと思うんですが、再度町長にお尋ねいたします。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　ただいまお質しの件でございますが、確かに１つの課にまたがるものでもございませんし、慎重に取り扱っていかなければならないものと、このように認識しているところでございまして、先ほど答弁申し上げたように、規則の中で対応をしていくことを検討させていただきたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思います。
１７番（奥山敏夫君）　それでは、次に３回と言いましたので、上水道課の関係について、やはり水資源ということはありますけれども、下水道に関することということも大きく上げておりますので、上水道に関することもやはり加えておった方が私はベターだと思うんですが、いかがでしょうか。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　上水道に関する事務につきましては、上水道につきましては公営企業法に基づいて業務を実施しております。そういう中で、公営企業法の中で水道事業の管理者ということで管理者を置くことにされております。その水道事業の業務につきましては、別に桑折町水道事業の設置に関する条例の中で、その水道事業の管理者の権限に属する事務を処理させるためというようなことで、別条例で規定をしているところであります。この課の設置条例につきましては、町長の権限に属する事務についての規定でありますので、ご理解を賜りたいと思います。
議長（高橋宣博君）　よろしいですか。ほかに。
１２番（齋藤松夫君）　私は、３点伺います。
　１点目は、機構改革を必要とした理由に関して。２点目は、グループ制、ＦＦ制について。３点目は、機構改革の現在の時期という点で伺うものであります。
　まず、今回、機構改革を必要とした理由について伺うものであります。ただいま課長から、その理由は簡素で効率的な機構の確立、あるいは行政経費の節減、そういった主な理由が述べられたわけであります。そういう立派な理由があるわけでありますけれども、伺いたいのは、実は平成１５年の４月１日から現在の体制で進められてきた経過があります。それから、まだ４年しか経っていないわけですか。しかも、これは前年度中にもこのことが検討されたという経過もありまして、そういう点からすれば３年しか持たなかったと、こういう経過もあるわけであります。前の機構改革の中身がですね。機構というものは、やはりその時その時の必要に応じて必要な場合には、やはり大胆に改革をしなければならないと思いますが、同時にやる必要がない、あるいはその体制で今しばらくやってみる必要があるというときに、いたずらに機構をいじるというのは、いずれもあまり結構なことではないわけであります。そこで一応、立派な大義名分は先ほど立てられたわけでありますが、実際のところ、桑折町の今の行政機構を変えなければならないというふうに感じた、その出発点となったものはいったいどういう事柄にあったのか、ここを伺いたいのでございます。何がきっかけで３年経ったら機構を変えようというふうに話が始まったのか、よろしくお願いします。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　お質しのように、平成１５年の４月に機構改革を実施して進めてきたところでありますが、その後、自立の町というようなことで、いろいろと今後財政も厳しくなってくる中で、職員数の減などもしていかなければならない。そういう中で、その効率的な行政運営をしていくためにはどのようにすべきかというようなことで検討をしてきたところであります。そういう中で、やはり今よりも大きな括りとして、職員数が減少していく中ではそういう大きな課の括りとして組織を、その大きな組織と課の組織とすることが今後職員数が減していく中では効率的な事務執行ができるのではないかというようなことで、そういう検討の結果から前にもお示しいたしましたけれども、８課１室１局の組織とすべきではないかというようなことでなったところでありますが、いろいろなこれから検討するべきところもありまして、１９年度においては早期の取り組みをしていかなければならない、先ほど申し上げました財政計画の確立等々４点の、その主要な初期の課題というようなことでの実施していくための組織というようなことで、今回１５課のうち４課を３課にすると、３つの課にするというようなことで考え、ご提案をしたところでございます。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　私の質問に、まずもってお答えをいただきたいと思いますのは、町長からなんですよ。つまり、冒頭にうたっておりますように、これは町長の権限に属する事務を分掌させるために次の課を置くと、こう言っているわけですよね。だから、町長が１５年４月１日からスタートした体制で３年ほどやって、これはもうダメだと、機構を全面的に変えなきゃならないというふうに１回思ったわけでしょう。そして、これはいろいろ議会の方の反応も鈍かったという状況もあったんでしょうか。先送りをして、そして、また出してきた。そして、また一部修正をしてやってきたという、こういう経過をたどっているわけであります。問題は、町長が自らがやらんとする仕事をどうしたら本当に効率的に維持費も経費もあまりかからないで、しかも住民のサービスを高められると、町の振興発展に貢献できると、そういう組織を考えて、そういう人事を考えて行うのは機構なんだろうと思うんですよ。あるいは機構改革であり、また、その人事なんだろうというふうに思うんですよ。平成１５年４月１日からの機構改革には、私は町長が当選したその年の１２月定例会で、何も急いでやる必要はないと、町長が自らの手のひらに乗っけた段階で考えればいいんではないかというふうに申し上げたわけでありましたが、案の定やったら３年間でまた見直さなきゃならないというふうになったというのは、どうも組織いじりのための組織いじりということに走っているのではないかと思うわけであります。そういうふうになりますと、仮に今回これを提案した内容は適切なものであったとしてもですよ、仮に適切なものであったとしても手綱さばきの方がうまくいかないわけですから、これはその後うまくいくわけはないわけですよ。だから、町長自身が、なぜこの機構改革を必要と感じたのか、その出発点、きっかけ、そういったものをお話をいただきたいというのが私の質問の趣旨であります。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　組織機構の再編等々については、いわゆる平成１５年度から大きく変えて、グループ制、あるいはＦＦ制を期待をした組織としたところでございます。そして、グループ制並びにＦＦ制それぞれに一定の成果、こういったものもあったわけではございますが、平成１６年の夏にですか、本町にありましては単独、当面合併をしないで単独立町でのまちづくりを選択したところでございます。そして、今後単独のまちづくりを進めるうえではということで、その指針とでも申しますか、自立ビジョンを平成１７年度の夏に策定したところでございまして、その自立のビジョンの中でさまざまな検討をさせていただいて、この組織においても時代に即した組織にしていかなければならないと、財政面でもそうでありますし、さまざまな観点から考察させていただいて、そして組織においても１０課以内と、このようにスリム化しなければならない。職員の数も減少をみたところでもございますし、そういった自立ビジョンの中でお示しをしてきたところでございます。そして、その自立ビジョンを基に新長期総合計画を策定してきたところでございまして、その組織にあたっても今申し上げたように時代に即した組織、あるいは新長期総合計画の施策を推進、スムーズに円滑に推進していく組織、こういったことも考え合わせ、結果として組織においては８課１室１局と、このように検討を重ねてきたところでございます。今回については、一気に８課１室１局にするのではなくて、まずは現在抱えているいわゆる財政計画の樹立をしなければならない。あるいはただいま申し上げたように、長期総合計画を計画的に推進していかなければならない。そして住民サービス、いわゆる窓口サービスの向上と、そういった目前にしているものを解決に向けて、まずは４課を３課にして、一つひとつの課を大きい括りにして進めていこうと、このように進めてきたところでございます。
　以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　そういう点からしますと、今回の改革の内容は、小幅なものということになっているわけであります。しかし、内容を見ますと、グループ制、ＦＦ制というものも改編するやにも伺っております。このグループ制、ＦＦ制については、どうしようとしていらっしゃるのかを伺います。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　グループ制については、これまでご説明申し上げたように、グループ制については廃止するということで、実はこの４年間グループ制を設置して各総括参事を配置してきたわけでありますが、これまでの政策調整会議等々においては、グループのグループ長であるいわゆる総括参事の方々に幅広いご意見等々いただきながら、政策調整会議においては非常に有意義な会議を持つことができたわけでありますが、ご存じのように専任の総括参事ではなくて兼務課長でございますので、なかなかそのグループの機能というのがなかなか発揮できなかった部分もございます。そういったことから、将来に向けては先ほど申し上げたように、課の数がぐっと少なくなりますので、そのグループは廃止して、と同時に総括参事も廃止するという考えでございます。
　以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　グループ制を取ったというのは、この前の機構改革の１つの大きな目玉だったのではないでしょうか。それぞれの関係する部門を統合して、要するにそこで英知を結集して、その分野の事務を執行していくことを期待をしたのだと思うわけでございます。それを今度は廃止をするというわけでありますから、これは機構改革上は小幅な改革ではありますが、内容としては相当大きな改編だと、こういうふうに考えるわけであります。その考えをもっと追求していくんだったら、もっと課を少なくして、１つの課に課長を置く、課長補佐も置く、そのリーダーの部門を強化をして、そしてグループ制で期待したようなものを１つの課の中でも十分に発揮できるような体制を確保するということまで詰めた考えをすべきではなかったのかなというふうにも考えられるわけでございます。機構改革は小幅だけれども、根幹となってきた総括参事制は廃止するというのは、ちょっと理論的にも整理がつかないのではなかろうかと考えるわけであります。どうも長期総合計画を作ったと、それに併せて機構を再編するんだという意識の方が先行しておって、今回もまた機構改革のための機構改革になってしまうのではないかという懸念を率直にいって持たざるを得ないところであります。ＦＦ制はどういうふうにするんでしょうか。県なども大変いろいろ今の体制が評判が悪くて課、あるいは係復活などという新聞報道も出ているようでありますが、これは桑折町として町長はどう考えるんですか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　まず、前段の部分でございますが、議員お質しのとおり全く私も同じ考えでございまして、いわゆるこれまでは課の数として１２課あったわけでございます。それが将来に向けてと申しますか、今考えている私どもの行政組織は８課になるわけでございます。１２課から８課に減るわけでございまして、今回その一部の部分を再編をするものでございまして、１２課といいますと、やはり４つのグループに今までしていたわけでありますが、総務グループ、町民グループ、そして事業グループと教育グループということで、それぞれのグループの中には３課、４課があったわけでありますが、それを８課１室１局というスリム化をするわけでございまして、そういった中でグループ制は廃止をしていくという考えでございます。
　なお、ＦＦ制、これはやはり一つひとつの課が大きい課の括りになりますので、その中でのＦＦ制はこれまでもいろいろと慣れない中で職員の皆さんも努力をしてきたわけでありますが、これからもこのＦＦ制については期待をしながら、みんなで協力しながら情報の共有化を図りながら、ＦＦ制の効果の上がるよう努力してまいりたいと、このように考えております。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　いわゆるグループ制を廃止をすると、しかしグループ制に代わる体制にはいまだなっていないという点は問題なのではないかと思うわけであります。グループ制の長、つまり総括参事、ただいま町長は、その総括参事も結局１つの課の課長なんだという点でなかなかそれが機能しなかったという、こういうお話であります。問題は、そのグループ制やＦＦ制を導入しようとして機構改革に平成１４年度から始まったのは、１２年間町長をやった前町長さんが始まったんです。１２年間町長をやったわけですから、一応手のひらに乗っけているわけですよ。そういう中で、こういうふうな方向にというふうなものを発想したわけです。その後、今度はグループ制、ＦＦ制の体制が出来たと。しかし、その時点で現町長が就任をされた。就任されたばかりなわけです。問題は、そのグループ制をとったことが問題があったのではなくて、そういう体制をとったんだけれども、それを十分に機能させられなかったグループの上が問題なんではないかと考えるわけであります。反省すべきは、そこなのではないでしょうか。特に今のように状況が激変するようなこういう時代ですから、やっぱり一定の部門はそれぞれの皆さんの英知を結集して事にあたるという体制がものすごく重要なのではないかと考えるわけであります。そういう点を懸念として抱いているということを申し上げておくものであります。
　３点目伺います。今この改革をするという点についてでございます。率直に申し上げまして、これは町長の権限に属する事務をどのような体制でやるかという問題でありますから、こういうものに賛成、反対あまり議論をしたくないというのが私の本音であります。どういう体制でもいいわけですよ。その町長の下で本当に効果が上げられるような体制であれば。ただ、そういう観点に立って考えました際に、この今の時期というのは議会の側からは、これは多数意見でありますが、町長に対して辞職勧告決議が出て進退問題が取り沙汰されているという、こういう事実があるわけであります。同時に、それに対して町長はどう対処するのかと、はっきりとしたお答えは今出ていないわけです。はっきりしたお答えが出ていないということは、機構改革は進めたけれども、その後その機構を動かしていく人は替わるかもしれないという、これは理論上でありますが、理論上の可能性あるわけです。こういう時期にこういう機構改革というものは、しかもこれまでの体制の根幹ともなってきた総括参事の体制も廃止をするというふうなところまで踏み込むことが正しい判断なのかどうかと、こう考えるわけでありますが、町長はこの点どうお考えになるでしょうか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　この組織機構の一部再編、あるいは、これまで進めてきました組織機構の改革等々については、行政改革推進本部等を相当回数開催をしまして、職員の共通認識とでも申しますか、職員の理解、こういったものを構築しながら進めてきたものでございます。これまでに行革推進本部会議の中で各課での討議、あるいはさまざまな職員との懇談会、そういったものも重ねながら、そして行政改革推進本部会議でお互いに確認し合いながら、時間をかけて、そして積み上げてきたものでございますので、これらについては職員の共通理解、こういったものも図ってきたところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　答弁の趣旨は町長の進退問題にかかわらず、大変な時間もかけて検討をしてきたものであるので今回改革を行いたいと、こういうふうなことのようであります。私から見ましても大変な議論を重ねてきたんだろうなと、こういうふうに思うところでございます。しかし、そういう機構改革の問題で大変なエネルギーを注ぐよりは、この間もっとエネルギーを注いで解決すべき課題が山積みだったんでないのかと私は思います。一方で機構改革にはそれだけの議論をする反面、昨年の６月９日は当面する重大課題と言われている蚕糸問題で、跡地問題で根本的見直しの決議がされた。しかし、その後推進会議は確か１回しか開催されなかったということではありませんか。力を入れるべきは、いったいどこなのかという点から考えますと、大変なエネルギーを注いで議論をしてきた、その機構改革問題ではあるけれども、この今の時期に果たしてそれが適当かどうかという点は、そういう経過に照らしてもやはり疑問があると言わなければならないところであります。ましてや進退問題が生まれているという状況であれば、なおのことという点を申し上げ質問は終わります。
１番（原　賢志君）　私も１点お伺いをいたします。実施するこの時期というようなことに関してお伺いをいたします。
　新年度から４課を３課にして１課を少なくするということなんですが、現状の体制の中で、先ほどもお話のありました当面する重要な課題に速やかに対応していかなければならない、あるいは効率的な行政運営、あるいはそうした中で機能を強化していくというようなことでお話があったわけですが、そうした当面する重要課題に対して今までと何ら職員の方が大きく退職されるわけでもなく、どちらかというと新たな大きな事業をするとなると、逆にそれ専門のプロジェクトを立ち上げるとか、専門の組織を立ち上げるとかということの方がかえって一般的で、今までやっていた事業が終了したことになれば解散するというような形の方があれなのかなと私は単純にそんな発想なんですが、現状の大きく職員が退職する状況にもない中で、これだけ有能な職員の方がいる中で、なんで当面する重要課題に現状のままで対応できないのかというように思うわけです。そうしたことを考えると、なぜこの時期でなければならないのかというところがはっきりしてきませんが、そのことに対して町長はどのようにお考えになられていらっしゃるかをお尋ねをいたします。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　課題の解決にはいろいろな方法、あるいは対応の方法は考えられると思います。そういった中で、ただいま１２番議員のお質しの中でもお答えを申し上げてきましたが、この組織の改革、いわゆる１点の部分ではなくて、いわゆる平成１６年に当面自立のまちづくりを選択した桑折町としてましては、１７年度にその方向性とでも申しますかビジョン、指針、そういったことで自立ビジョンを策定をしたところでございます。この自立ビジョンの中をよく見ていただければご理解いただけるのかなというふうに思いますが、計画的に物事は進めていかなければならない。そういう中で、組織機構についても、いわゆる職員が将来にわたって減少傾向にある。財政的にも平成１９年度もそうでありますが、減少傾向にある。そういった将来予測の中で組織はどうあるべきなのか、その時代に即した組織はどうあるべきなのか、そして簡素で効率性の高い組織をもって住民サービスを図っていかなければならない。そういった自立ビジョンの中でお示ししたのが具体的ではありませんが、組織については１０課以内としていきたい、あるいは予算規模については、当面３８億円程度にしていかなければならない、こういったものを町民の方々にもお示ししたところでございます。それらの実現に向けて、まずは組織については、ここ２年ほどですか、検討を重ねてきたわけでありますが、８課１局１室の体制がいいんではないかと、こういったことも先ほども申し上げましたが、職員の人、職員の方、あるいは我々行革推進本部会議でいろいろとその実現に向けてですね、これは組織機構というのは目的ではございません。組織機構の再編、あるいは一部今回のような再編についても、これは目的ではなくて行政経営をしていく手段の１つでございます。そういった中で職員の皆さんとのいろいろと協議をしながら、互いに理解をしながら、そして合意形成に努めながら、これまで行革推進本部会議等々でもって積み重ねてきたところでございます。今般それを一気にいわゆる１２課あるものを８課に一気にするのも、これはやはり町民の方々にとっても理解いただけるものではないんではないかと、こういったこともいろいろなさまざまな観点から検討してきた経過がございます。そして、今般の４課を３課にする部分については、これまでに議員の皆様方にもご説明を申し上げてきました、いわゆる新長期総合計画等々の実現に向けて、まずは財政計画の自立していかなければならない、あるいは総合窓口機能の充実、窓口サービスの住民サービスの、こういった向上、更には改革と協働のまちづくり等を進めていくうえでの住民自治の推進、防災等の充実、そして今日まで検討を重ねて、それをまた一歩踏み出していくうえでの子育て支援の充実、幼保一元化の実現と、こういった目前にある課題解決を図っていくのには、まずこの部分だけでスタートしていこうと、そのような考えでご提案を申し上げたところでございます。以上であります。
１番（原　賢志君）　私も計画的に早い時期からというんですか、適当な時期から、そうしたことに向けていくのは必要なことだと思います。今後の財政的なこともろもろ含めた中で、２０年度以降職員が大幅に減っていくということに対応していくことは、それは必要なことだと思います。限られた人数の中で限られた仕事、また、それ以上の仕事をしていかなければならなくなってくるわけですから、それに伴う組織、適当な組織というか必要な組織は、それは考えていくことは必要なことだと思います。ただ、それよりももっと重要なことは、限られた人数で多くの仕事をこなしていくということになると、個々人の能力というようなことがいちばん重要なことだと思うんですね。職員の数が少なくなることは計画的に予想されますが、それに伴って職員のレベルアップ、一人ひとりが今まで３つの仕事を今度は４つも５つもこなしていくという必要、そういうものが限られた人数で多くの仕事をこなすときには、そういうものがいちばん必要なんだと思うんですね。それと併せて、そうした有能な人間を育てながら、そういう人間を使っていく、使うというか仕事をしてもらう、適材適所というんですかね、能力を発揮してもらうというような上席の質も必要なんだと思います。それぞれの職位に合った責任といいますか、仕事といいますか、そういうものがこれから明確になっていかなければならないんでしょうし、それぞれ一人ひとりの職員が、自分はこの部署で何をしなければいけないんだ、自分の年齢、職位に合わせてどこまで到達していなければいけないんだというような、そういうことが必要になってくると思うんですね。そういう意味では、ある意味で職のマニュアル的なものも考えていかなければいけないと思いますし、限られた財源の中で給与として仕事の労働の対価として支給することに関しても、一生懸命やった人には当然それなりの評価をしてあげると、また、それなりの職位も責任も預けていくということによって新たな励みが出てくるのではないかなと私は思うわけです。そうしたものを今４課を３課にすることによる、そうしたことよりも来年度以降、退職される方が増えてくる中で、職員のそうした意識、能力を深めていくということに重きを置くべきではないのかなと。計画的にやることが１９年度ではなくて２０年度以降、段階的にやることによって限られた人数でやっていかなくちゃいけないんだと、大きな問題もやっていかなくちゃいけないんだというようなことの方が私は有効なのではないかなと。なおかつ、横縦のそうしたコミュニケーションというか、つながりみたいなところをもう少し考えていけば、当面する重要課題、１９年度で推進していかなければならない課題にも十分今のままの課でやっていけるのではないかなというふうに私は思いますが、いかがなものでしょうか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　先ほど冒頭にお答えを申し上げたとおり、課題解決の方法等々についてはいろいろな考え方、あるいは方法等も考えられるのは私も承知しております。先ほど申し上げたように、これまでの経過の中で今１番議員のご指摘いただいた部分も私どもとしてはいろいろと議論を重ねてきたところでございます。いわゆる課題解決に向けての、いわゆる一定条件の中での課題解決を考えなければならないのが現状ではないかなというふうに思います。これらご承知のとおり一定の条件というのは、これから職員の数も減っていきます。財政的にも縮小されます。そういった一定の条件の中での課題解決、これらについては先ほど申し上げたように、やはり計画的に進めていかなければならないものと、このように考えていると同時に、ただいまご指摘のあったいわゆる職員一人ひとりの意識改革が必要ではないのかと、これも当然でございます。今回のこの組織機構の改編にあたってもいろいろと各課での先ほども申し上げましたが、各課での討議とか、あるいは行革推進本部会議、職員との懇談会、こういったものでもやはり職員の一人ひとりの意識の改革が必要であると、そういったことで、この意識の改革に向けても取り組んできたところでございますし、これからもこの意識の改革については非常に難しい部分もあるんですが、意識の改革についてはしっかりと取り組んでいかなければならないし、今回のこの組織機構の一部再編を行うことによって、１つの効果としても職員の意識の改革にも反映されるんではないかなというふうにはとらえているところでございます。以上であります。
１番（原　賢志君）　全体的には８課１室１局というんですかね、職員の能力を高めていくというようなことに関しては同じ認識だと思いますし、限られた人数でやっていくんですから、いちばん良い方法を講じていかなければならないというようなところでは共通なんだと思いますが、重要課題、福島蚕糸の跡地利活用、あるいは藤田病院の問題にしても、今、本当に速やかに対応していかなければならない、スピーディに対応していかなければならない、そうした重要課題を抱えている中で課を３課にして、当然そうした中には動揺、混乱もいろいろ生じるんだろうと、職員が異動することによって今までの事務の担当する仕事が複雑になったり変わったりいろんなことがあるんだと思うんですね。今そうした蚕糸、あるいは藤田病院等の大きな問題を抱えている中で、あえて今年やらなくてもいいのではないかなと。先に申し上げた個々人の能力を向上させながら、大きな問題に対して複数の課で横のつながりを持ちながら、縦のコミュニケーションも深めながら、そうした重要課題に今は対応することを優先して、混乱等はできるだけ避ける形の方がいいのではないかなと思う意味で、私は１９年度でなくて２０年度からの実施でもいいのではないかなと思いますが、改めてお伺いをいたします。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　先の全員協議会等々において資料配付させていただきながら説明をさせていただいたわけでありますが、今１番議員のいわゆるご指摘される課題ですね、こういった課題解決に向けての今回このような課題があるので、このような課題の解決のためにも組織機構の一部再編をしてあたってまいりたいと、このように考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
１２番（齋藤松夫君）　私は、本案に対しまして反対の態度をとるものであります。
　その理由は１点であります。林王町長の進退問題が浮上し、かつ林王町長も自らの進退問題に対して明確な態度を示していない中で、８課１室１局体制をめざして、その第一段階としての機構改革、すなわち町長の権限に属する事務を分掌させるための機構の改革は行うべきではないということであります。以上です。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第６号「桑折町課設置条例」を採決いたします。
　ご異議がありますので、この採決は起立によって行います。
　本案に賛成の方は起立願います。
 （起立９名　不起立８名）
議長（高橋宣博君）　起立９名であります。よって起立多数であります。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第４，議案第７号　行政組織機構改革による桑折町課設置条例の制定に　　　　　　　　　　　　　　　　　伴う関係条例の整備に関する条例
議長（高橋宣博君）　日程第４，議案第７号「行政組織機構改革による桑折町課設置条例の制定に伴う関係条例の整備に関する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第７号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１２番（齋藤松夫君）　私は、別表第２行政職給料表等級別職務分類表のところで１点のみ伺います。
　ここに記載のとおり、今度は１級、２級、３級、４級、５級、６級までの職務内容が一部改正をされるということになるようであります。この部分については、機構改革の１つの目的であります行政経費の節減というものは効果をもたらすものか、もたらさないものか、どのような結果となっているかを伺います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　この別表２の改正によりまして、行政経費、人件費になると思いますが、その部分で削減になりますといいますか縮減になることはございません。
１２番（齋藤松夫君）　縮減にはならないとすると、むしろ経費は増加するということでございましょうか、伺います。
　それから、行政経費の節減というのは、機構改革によってどの分野でどのようにもたらされるものか伺います。そういうことでありますと伺います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　この別表の改正によりまして縮減にはなりません。また、増加もしないというふうに考えております。
　また、行政経費の縮減といいますか、そういう部分については、今後これから職員数の削減をしていかなければならない、そういう中での行政執行にあたっては、やはりそういう組織の改革をしながら進めていかなければならないというようなことでの今回の改正でありますので、総体的には人件費の縮減につながっていくものと考えております。
１２番（齋藤松夫君）　ただいまの答弁で明らかなとおり、機構を改革することによって即行政経費の節減ということにはならないということですね。要は、これから職員が減っていくんだと、結果として人件費が削減をすると、機構はそれに対応した機構にするという、その結果によって経費が節減されるということでございますね。確認の意味で伺います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　議員お質しのとおりと考えております。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
１７番（奥山敏夫君）　第４条関係の１級から２級、３級それぞれ６級までありますが、各級において、いわゆる町長が規則で定めるというような職があるんですかが、大体どういうことを考えているのか、この１級から６級まで各々について、そういう文面が入っておりますが、そんなに多くの職があるのかどうか、あるとするならばどういうことが考えられるのか、現在ですね、それをお尋ねいたします。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　その職員の職につきましては、主事とか主査、主任主査のほかに保育士、あるいは幼稚園教諭、それから栄養士等の職名がございます。そのほかには課長職においても現在保育所長、あるいは給食センター所長、中央公民館長等々、あるいは園長というような職名がございますので、そういう職名については規則でそれぞれの分類する級を定めているところでございます。以上であります。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
１２番（齋藤松夫君）　議案第７号についてでありますが、これは第６号が可決をされたわけでありまして、それに基づいて当然このように変更されると、条例の整備に関する条例でありますからいうことになるのだろうとは思いますが、第６号に対しまして反対の態度をとったという、このような態度を明確にしておくというような意味におきまして、一応反対の態度をとっておくものであります。以上です。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第７号「行政組織機構改革による桑折町課設置条例の制定に伴う関係条例の整備に関する条例」を採決いたします。
　ご異議がありますので、この採決は起立によって行います。
　本案に賛成の方は起立願います。
（起立１０名　不起立　７名）
議長（高橋宣博君）　起立多数であります。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休憩
議長（高橋宣博君）　ここで約１５分間休憩いたします。再開は１１時５分といたします。

（午前１０時５０分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎再開
議長（高橋宣博君）　休憩前に引き続き会議を再開いたします。

（午前１１時０５分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第５，議案第９号　桑折町長等の給与及び旅費に関する条例等の一部を　　　　　　　　　　　　　　　　　改正する条例
議長（高橋宣博君）　日程第５，議案第９号「桑折町長等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　条例の説明を申し上げる前に、大変申し訳ありませんが、字句に誤りがありましたので、ご訂正をいただきたいと思います。
　第２条の見出しの最後でありますが、見出しで「桑折町長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正の一部条例」となっておりますが、「一部改正」に、「条例」を「改正」に改めていただきたいと思います。大変申し訳ございません。
　別紙議案書により説明した。（議案第９号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
６番（平井光一君）　１点のみお伺いをするものでありますが、今回提案されました副町長の給与、財政が厳しいため町民の理解と協力をいただくという趣旨のようでございますが、この１５％減額とした根拠というものはどこにあるんでございましょう。その点をお尋ねするものであります。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　いわゆる特別職の副町長の給与の減額でございますが、これまで助役並びに教育長については１０％の減額をしてきたところでございます。今般、後ほどご提案申し上げるところでありますが、町の財政が大変厳しい中で職員の皆さんの給与といわゆる人件費の削減等々もお願いを理解を求めてきたところでございます。そういった中で、特別職の給与等々についても５％助役、副町長等々については５％の上乗せをして１５％というふうに削減することにしたところでございます。以上であります。
６番（平井光一君）　お答えになってないんです。結局１０％をカットしてきたと。５％を上乗せしたというのみの根拠なのかどうか。併せて２２年３月３１日までに適用すると、このようにした部分についてもお答えをいただきたい。確か２１年、２２年ころまで大変財政が厳しいということで設定をされたものなのかどうか。期限を切っての減額条例ということでございますので、併せて答弁をお願いするものであります。
町長（林王喜久男君）　現在、考えて予測している財政状況については、この１９年度から３か年が特に厳しいと、本町にあっては。そういう予測をしております。そういったことから、１９年度から２１年度までの３年間については、このようなご提案を申し上げたような削減をもって、そして、なんとか切り抜けていきたい。そして、協働のまちづくりを進めるうえでも町民の方々の理解を得ながら進めるうえでは、こうした人件費の削減、こういったものに踏み切ったところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　１点だけ伺います。
　第２条の２、給料の中であります平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日までの間これを適用するという部分でありますが、そういたしますと２２年４月１日以降は６７万６,０００円、つまり条例本則でいう月額の１００％を支給するというふうに理解をして誤りがないのかどうかを伺います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　給料の減額の期間につきまして２２年３月３１日までということでの規定でございますので、現時点においてはその期間が終了するまでは、この１５％減額ということでございます。その後については、本来の本則による６７万６,０００円ということになろうと思いますが、その時点でまた変更をされるものというふうにとらえているところでございます。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第９号「桑折町長等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第６，議案第１０号　桑折町長の給与の特例に関する条例の一部を改正　　　　　　　　　　　　　　　　　　する条例
議長（高橋宣博君）　日程第６，議案第１０号「桑折町長の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第１０号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１７番（奥山敏夫君）　この町長の給与関係なんですが、いわゆるあまり少ないと仕事がやらないということでは困るわけなんですが、そういう業務には関係ない給料なのかどうか、お尋ねいたします。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　私事で大変回答しづらいわけでありますが、不肖私は平成１４年ですか、１期目の当選をさせていただいたとき、いわゆる立候補にあたりまして以前から考えていた施策の１つとして、教育の部分でございまして、町独自の奨学資金貸付制度を設けていきたいと、このような考えを持っておりました。したがいまして、町長に立候補する際、いわゆる町独自の奨学資金貸付制度を設けたいという具体的な公約の１つとして掲げさせていただいて、そして当選させていただいた経過がございます。そういったことから１期目においては奨学資金貸付制度、平成１５年１月２９日だったかと思いますが、臨時会において奨学資金貸付制度を設けることができたところでございます。今般２期目にあたりましては、そのような公約等々については申し上げなかったわけでありますが、先ほど担当課長からもあったように２期目当選させていただいた折に、やはり現下の厳しい状況、地方財政の厳しい状況を考えまして、自ら３０％を減額をしたところでございます。なお、それらが多いのか少ないのかということもあろうかと思いますが、私にとりましては、そのようなことを考えて３０％減額、そして今回３２％の減額にしてまいりたい。その中で一生懸命努力していきたい、このように考えているところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。
　以上であります。
６番（平井光一君）　２点ほどお伺いするものでありますが、まずは林王町長自体が今答弁の中の一部にも触れたところがあるんですが、いわゆる町長自らは給与はいかほどというものととらえているかという点をお伺いするものであります。
　もう１点は、３２とした根拠が助役、教育長との均衡という部分でございましたので、その点をお伺いするものであります。
　まず１点目、先ほど申し上げましたが、林王町長自身、町長の給与としてはいかほどが自分の公約からして適切な額と現時点ではどう思っておられますか、よろしくお願いするものです。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　町長職の給与の額の適当と見ているのかどうかということでございますが、これらの町長の給与というものは、本来８０数万円に定めてあるかと思いますが、私としましては、１期目において３０％削減をしてきたところでありますが、そういったことの中から、定められた給与の中から３０％を削減してきた中で、この額が自分にとっては適当であろうというふうに自分なりに理解をしてきたところでございます。
　以上であります。
６番（平井光一君）　答弁にもありましたように、立候補、１期目の公約のときは確かに奨学金貸付制度の設立のためということで３０％減ということを打ち上げ当選をされました。先ほどは２期目はそれは公約にはしなかったという部分もありましたが、続けて自らの判断により３０％減額をしてきて今日に至っていると、このような認識でよろしいかと思うんでありますが、そうしますと、理解に苦しむのであります。いわゆる８０万なにがしの本給から、条例上の本給から３０％を減じた額が林王町長としては適切な額と、今日まで粗の減額の部分は奨学資金貸付制度の方に着実に積み立てて、基金の方に積み立てとなっているようであります。そうしますと、提案理由にありました厳しい財政の下でということで節減、縮減できる部分は２％の部分しか実質的にはならないものと。併せて、今までもそうだったんですけれども、副町長並びに教育長にも１０％の減、厳しい財政ということで減じてきたものであります。そして、加えて今回また５％を上乗せしたと議案第９号の提案の中で町長自らが答弁をなされました。そうすると、私は３２となることが理解に苦しむのであります。本来の給料が１００分の３０であれば、最低でも１００分の４５にならなければならないんではなかろうかと。先ほど１７番が心配されまして、安くなったんでは仕事をしないんではなかろうかと心配をされたようでございます。しかしながら私も、４５％も減じたのでは仕事をしなくなるんではなかろうかと私も一部心配はしますが、自らの公約という部分と、特別職並びに職員まで今回減額を提案をされているようであります。部下に我慢をしてくれというのであれば自らが模範を示すべきものと。私の見解に対する答弁を求めるものであります。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　２期目就任以来今日まで、まだ５か月にしかならないわけでありますが、この間においても３０％については町の財政も大変厳しい、そして、また現下の社会状況の中にあっても３０％減額するのが適当であろうというようなことで、そのような考えから３０％を減額してきたところでありまして、この部分については適当な額と自分なりにとらえて執務にあたってきたところでございます。今回この数値についても組合の方々とのお話し合いの中で、町長職に限らず特別職等々の減額等についても示しながら、一定の合意に至ったところで、合意を見ることができたところでございます。
　また、額についてでございますが、先ほど申し上げましたように１つの組織でもございますし、副町長、そして教育長、こういった特別職の均衡を図ったものでありますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
６番（平井光一君）　ただいま答弁にありました、この助役、教育長、特別職との均衡を図ったと。分からないのであります。町長をはじめ助役、教育長は特別職であります。特別職たるものは、いわゆる職員に対し一定の、自らがひな形となるという部分が必要なのかなと、すべてにおいてですね。そういう部分で何の意味の均衡なのか。別に町長が副町長、教育長より給料が安くてもよろしいんではなかろうかと。多くの自治体でありますね、今は。改正度に新人が５０％カットとか、すごいカットを旗揚げをし町長に立候補され当選されていると。そうしますと、当然副町長並びに教育長の給与よりはるかに安い給料で町長職をおやりになり、町長としての仕事を一生懸命やっているという部分は多くの自治体に近年あるようでございます。自らこういう方向性で厳しい財政を乗り切るという判断に立つのであれば、正しく副町長の給与カット分１５％を自らの３０が適切であれば１００分の４５が適切であろうと、そういう部分で私はこういう条例改正案が出てくるものと信じておりましたが、目を疑ったものであります。この点についての町長見解はいかがなものでしょう。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　先ほどから申し上げているとおり、特別職等々についてもやはり職員の皆さんもそれぞれ仕事にあたるうえでは責任感、あるいは使命感、こういったものも持っていただいて仕事にあたっていただいているところであります。しかしながら、改革と協働のまちづくりを進めるうえでは、町民の方々の理解もいただかなければならないと、そういったことから大変厳しい状況の中で、職員にとりましては給与というのは生活給でございます。これをカットするというのは大変私としても申し訳ないなと、このように考えております。私ども特別職というのは、あくまでも報酬と、このように私も自覚しているところでございます。そういった中で、職員の方々の理解もいただくのにいろいろと今回交渉をさせていただきました。管理職の部分も相当に削減になるわけでございます。そういった中で互いに理解をし合いながら、住民サービスの向上、更には住民福祉の向上にあたっていかなければならないという中で、組合の方々との事務交渉、あるいは団体交渉の中で一定の合意に至ったものでございまして、今回の特別職の給与の額等々においても、これはやはり職員の方々もそうでありますが、特別職についても責任が伴っているものでございまして、それらから特別職においてもやはり均衡は図るべきであろうと、額において均衡を図るべきであろうという結果として、町長職にあっては３２％の削減、このようにご提案を申し上げたところでありますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　私も伺いますが、これまで１００分の３０であったものを３２にするということでありますので、この２％の根拠、特に均衡を確保するという点での根拠というものを、まず１点目伺いたいと思うのでございます。
　あとは、助役、教育長２５％、職員に対してはおおよそ５％カットをお願いをしているという中で、この１００分の３２でいいのかどうかという点で町長の公約との関係で伺うものであります。
　まず、これまで１００分の３０というものを１００分の３２にした根拠、それは助役、教育長とのバランスを確保するということのようであります。２％だと、どのような姿でバランスがとれることになるんでしょうか。金額的におそらくお話があるかと思いますが、そのバランスというものをご説明いただきたいと思うのでございます。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　給料月額で申し上げたいと思いますが、町長の給料月額３２％を減額しますと月額が５７万５,２８０円になります。副町長の給料月額１５％減額で５７万４,６００円でございます。したがいまして、町長が副町長の月額よりも６８０円多くなるということであります。それから教育長の給料月額でありますが、１５％減額しますと５３万９,７５０円となります。以上でございます。
１２番（齋藤松夫君）　バランスの内容が分かりました。それで、この１００分の３０というものの期間でありますが、平成２２年３月３１日までの間適用とするということでございます。つまり３年間の特別な措置と、こういうことですね。財政が大変なので３年間特別な措置を講ずると、それは役場で仕事をするすべての皆さんにそういうものを要求するということになったわけであります。問題は、特別措置を講ずる前の給料月額が、まずこの問題を考えるうえでの分母だと思うんですよ。基本だと思うんです。それが町長の場合は１００分の３０をカットすると、助役などの場合は１００分の１０をカットするということだと思うわけですよ。これが出発点だと思うんです、問題は。そういう状況の中で助役、教育長、そして一般職員に対して一定の更なる減額を要求したわけですね。だから、特例措置を講ずる前の分母、つまり１００というのは３０％カットが町長にあってはそれが１００なんですよ。助役などにあっては１０％カットが１００なんです。それに対して新たに５％が要求されたという状況でしょう。そうすると、その１００との比較において町長だけが２％というのは、これは著しくバランスを欠くことになるんではございません。アンバランスではないでしょうか。説得力がないのではないでしょうか。これ町民の皆さんの協力も得るためには、財政対策だけではなくてこういうことが必要なんだというふうに言っているわけですが、トップの給料月額、その減額率に対して説得力を持たないのでは、職員の皆さんの納得も得ることはできない。町民の皆さんのご協力を得ることもできなくなるのではないでしょうか。この点どう考えられるでしょうか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　先程来お答えを申し上げているとおり、特別職の中にあってもやはり１つの組織でもございますので、いわゆる削減率ではなくて削減額において均衡を図ったものでございます。以上であります。（不規則発言あり）
　お答えをいたします。
　私ども特別職については、前から１０％カット、あるいは３０％カットということで続けてきたわけでございます。職員の皆さんにあっては、これまでは管理職の手当、こういったものについては２５％のカットというふうにやってきたわけでありますが、職員の皆さんについては特段そのようなことは求めてこなかったわけでございまして、私どもとしては先行して管理職にあっては２５％カット、そして特別職にあっては３０％、あるいは１０％カットと、このような先行して行ってきたところでございます。
　以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　ちょっと困るんですよね。当局は答弁に窮すると休憩でも何でもして対応できますが、質問する側はちょっとかみ合った答弁がこないときは、それでも質問をしないと、もうそれはないものというふうになってしまって困ってしまうんですよ。質問したことにお答えをいただきたいわけであります。
　バランス論からいったら、町長は３２％では成り立たないのではないかということを言っているんですよ、私は。バランス論からいったら、町長になったら３０％カットしますなんていう公約自体がバランスを欠いているんですから、最初から。そうでしょう。最初からバランスを欠いているんですよ。本則で定めているものは特別職、報酬審議会でいろいろな資料を集めて、そして定めているわけだ。これがいちばんバランスがとれているわけですからね。ただ、選挙に出た、つまりその候補者、あるいは政治家といってもいい。状況を考慮して大変厳しいから、私は自らの給与を自ら３０％減額しますという、こういう公約をしたわけですよ。それが、その時点で１００なんですよ。その町長の。ただ、それは棚に上げて助役や教育長よりも安くなったんではバランスがとれないからというのでは、これ全く説得力を欠いてしまうんですよ。最近、半年くらいになるでしょうかね。社会福祉協議会の評議員の方々かな。宮城県の確か柴田町方面に視察に行ってこられたそうですよ。そこでいただいてきた資料を私見せてもらったんですが、柴田町の町長は５０％カットです。著しくバランスを欠いているんですよ。それは、そこの町長の判断でやっているわけです。つまり町長の３０％カットというのは、そういうトップに立つものの判断でやったことなんですよ。それを町民が支持したということでありますからね。だから、今回は３年間にわたって特別な措置を講ずるんだということなんですよ。だから、その前のものに照らして、やはりバランスのとれたいわゆる減額をしなきゃならないんだと思うんですよ。助役並びに教育長に対しては、５％新たにそれを要求したわけでしょう。そのときに町長だけ２％というのでは、ちょっとこれは筋が通らないのではありませんか。恥ずかしくないのでしょうか、自分のことでありますから。いかがでしょう。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　先ほど６番議員の質問の中でもお答えをしたかと思いますが、１７番議員の質問でお答えしたかと思いますが、私としましては１期目においては、いわゆる奨学資金貸付制度を設けていきたいという具体的な公約を設けて、そのためには３０％をカットして、それを奨学資金貸付制度の設置に向けたいと、このようなことで公約として立候補をしたところでございます。２期目においては、そのような給与等々の減額、こういったものには触れないで、そういった公約はしないで立候補したところでございます。しかしながら、現下の厳しい状況、あるいは社会情勢、こういったものからみて、やはり３０％はカットしていきたいということで３０％を削減してきたところでございまして、今般１９年度からの特に厳しい状況の中で、職員の皆さんの理解もいただいてきたところでございまして、そういった中で、いわゆる支給給与額においても特別職においては均衡を図らなければならないと、このように判断しての結果としての削減率が３２％というふうにご提案を申し上げているところでございます。
　以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　私の質問に対するお答えは、２期目は３０％カットを公約しなかった。公約しなかったけれども、自ら進んで３０％をカットしたので、もう更なるカットは２％で十分だと、こういうお話のようでございます。しかし、これはちょっとびっくりした発言なんですよね。そうであるならば、２期目の町長選挙の公約に、１期目は３０％カットしましたが、今回はそれを公約しませんとはっきりと言うべきなんですよ。それで当選をして、だけれども現下の厳しい状況を見れば３０％カットするとしたのであれば２％で十分ですよ、これは、そうであれば。そうであれば、私は更なるうんぬんということは申し上げません。町民の目から見たら、１期目では３割カットして、その当時よりも財政はもっと厳しくなっているわけですから、当然それを踏襲するものと受け止めるのが、それは論議の余地はないでしょう。私は、そういうふうに町民の皆さんも受け止めたと思いますよ。ただ、申し上げる必要はないわけであります。もう町長の考えはよく分かりました。そして、バランス論からして２％にしたということでありますが、どうやらそのバランス論も根拠がないという点は、もう十分に明らかになったようでありますので、その点を指摘をして私は質問を終わろうかと思いますが、しかし町長の方から特に補足したい点があれば伺っておきます。なければ結構です。
１番（原　賢志君）　私も１点、１００分の３２という、この３２の根拠といいますか、ここについてお伺いをいたします。
　当初３２という数字を見たときに、これが妥当なのか妥当でないのかを自分の中でなかなか判断できなかった。３５がいいのか４０がいいのか３０のままでいいのかがあれだったんですが、パーセンテージ３２％に関して当初は、財政面を考えてご自身が積極的にこの分を減額しようというような数字なんだろうというふうにとらえていたわけですが、先ほどから助役、教育長との均衡を図るということからすると、聞いているうちに３２を３５にすると助役も教育長も２０にしないといけなくなるなと。助役、教育長２０はちょっとまずいだろうと、１５にして均衡を図ると本人は３２になるということで３２が出てきたのかなあなどと考えてしまうものですが、先ほど６番議員がおっしゃったように、私もその助役、教育長と均衡を図る必要性があるのかなと。特別職とはいえ、職員に対して厳しい財政の下でもろもろ経費の縮減を図る中で、どうしても職員の方に協力いただきたいと、その金額がこれこれで、それに伴って町長ご自身も私も自分の給与の中からこれぐらいするというようなことで３２が出てきたものだと思っていたわけですが、聞いている間に、それが均衡を図る均衡を図るというようなことでお言葉があったわけですが、この３２というご自身の減額に対する数字に関して、どのようにお考えなのかをお聞かせ願います。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　これまでお答えしてきたとおりでございまして、１つの組織でもございますし、いわゆる特別職にあっての均衡も考慮しなければならないというようなことで、副町長並びに教育長については１０％から５％を削減をさせていただくとともに、その金額をもってやはり組織でもありますし、責任ということも考え合わせれば、やはり均衡を図らなければならないであろうという考えから、その率としては町長にあっては３２％、このように判断したところでございます。以上であります。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
１２番（齋藤松夫君）　本案に対しましては反対の態度をとるものであります。
　その理由につきましては、質問の中で十分に明らかにしましたので、改めて申し上げる必要もないかと思いますが、あえて申し上げれば、町長が掲げてきた３０％のカット、そのような立場に立つならば、１００分の３２への改正では全くバランスを欠いたものになるということであります。そういう点からして、提案理由の根拠が妥当ではないと、もう一度これを撤回をして出し直しをすべきであると、真にバランスのとれた数字で出し直しをすべきであると、こういう立場から反対の態度をとるものであります。
　なお、１点私の見解を明らかにしておくものでありますが、しからば議員はいったいどうするのかという問題が、このような状況の下では生まれてくるのではなかろうかと思います。我々議会の中では、当局も予算編成で大変な難儀をしているという状況を踏まえまして、これまで５％カットでありましたものを１０％カットの方向にすべきではないかという協議が始まったところでありました。この点は、ご理解をいただきたいと思います。ところが、あにはからんや議員の中から議会の自主解散すべきだという見解が、請願の紹介議員になるような形で生まれました。自主解散をすれば、そのような必要は全くないわけであります。４名が減でありますから、ましてや我々が９月、１０月３０日までの任期の間、どのようにその減額をするか、こういうことも検討の必要も全くなくなるわけであります。そういう新たな局面が生まれたということからいたしまして、この問題についての協議をする前提が崩壊しているということで、この点についての結論を先送りしたと、この点を明らかにしておくものであります。以上です。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１０号「桑折町長の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　ご異議がありますので、この採決は起立によって行います。
　本案に賛成の方は起立願います。
（起立　９名　不起立　８名）
議長（高橋宣博君）　起立多数であります。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休憩
議長（高橋宣博君）　ここで昼食のため休憩いたします。再開は午後１時といたします。

（午前１１時５９分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎再開
議長（高橋宣博君）　休憩前に引き続き会議を再開いたします。

（午後　０時５９分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第７，議案第１１号　桑折町教育委員会教育長の給与・勤務時間その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例の　　　　　　　　　　　　　　　　　　一部を改正する条例
議長（高橋宣博君）　日程第７，議案第１１号「桑折町教育委員会教育長の給与・勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第１１号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
６番（平井光一君）　１点お尋ねをするものでありますが、副町長は理解を、万やむを得ずというふうになりますが、この教育長に関しては副町長は今現在おりませんので、ただ教育長さんは今現在一生懸命桑折の教育ということでまい進、努力をされ一定の成果が上がっているものと高く評価をしているものであります。当時、現職の校長であった方をわざわざお辞めになっていただいて桑折の教育行政に一生懸命努力をしていただけないかということでお呼びをしたものであります。その方を今度、財政状況が厳しいからとはいえ１０％までは私どもも認めてきたところでありますが、またぞろ５％を上乗せして我慢しろというのは、ちょっと酷でなかろうか。せめて先ほどの議案第１０号でいいました町長と同じく１２％減でとどめるものと考えるものでありますが、町長の考えをお伺いするものであります。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　今般、教育長の給与等についても郷土のまちづくりを進めるうえでさまざまな補助金、あるいは助成金、こういったものについても町民に対しては新たな負担を避けながら、こういった補助金、交付金、こういったものの削減にあたってきたところでございます。そういった中で特別職もこれまで１０％の削減できたわけでありますが、先ほどの議案でもご説明申し上げましたが、特別職にあってもやはり職員と同じく削減をしていきたいという考えの下に今回このような形で１０％から５％上乗せして１５％の削減の提案をしているところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
６番（平井光一君）　何ら答弁になっていないと、提案理由の説明をするのみでは理解に苦しむものであります。
　副町長並びに教育長との均衡を図るということで、町長自身は３２にしたわけで、２％の減と。併せて教育長についても、当然自分が２％減額するものであるんでありますから、なぜ教育長だけ５％減を上乗せするのかと。やはり自らが２％減をするのであれば、教育長においても２％減ということで、この条例を１回訂正をしていただいて再提出というお考えはあるかどうか、お伺いするものであります。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　特別職の中で副町長並びに教育長については、これまでの１０％から１５％にということでお願いをしてきたところでございます。そして、町長については均衡を図るうえでということで給与額でもっての均衡を図るということから３２％の削減に率としてしたところでございます。したがいまして、教育長のこの給与についても、ご提案申し上げた形でご理解をいただきたいと思います。以上であります。
１番（原　賢志君）　私も１点、今回の１５％というこの数字について質問をさせていただきます。
　先にも申し上げたような、私、基本的に均衡を図るというようなことが必要なのかなという考えを持っております。先の先日の質疑の中でも、学力向上パートナーシップ事業の総括の質疑の際も反省点、あるいは効果を生んだ点等々も答弁をいただき、本町の教育行政に対してすばらしくご活躍をいただいてきたなというふうに感じました。また、新年度に向けての新たなプロジェクトも結成をし、既に新年度の児童生徒の学力向上等に一生懸命に取り組みをされているというようなことの答弁もありまして、聞いていた方すべての方が、おそらくすばらしいということで評価をしたものというふうに私は思います。そうした中で、いくら財政が厳しい、町民の理解を得られないということだとしても、そのほかに均衡上、金額的に均衡を図らなくてはいけないということだとすれば、その必要性はないのではないかなというふうに思います。そうしたことから、今回の１０から５％減額された、その理由が単に均衡を図るということなのかどうかを改めてお伺いをいたします。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　教育長にありましては、今１番議員の質問の中でもあったように、本町の教育行政の中で予想以上の成果を上げていただいているところでございます。私としても大変感謝しているところでございます。しかしながら、行政のこの運営をしていく中で、今回、副町長並びに教育長の給与についてもこれまでの１０％から１５％の削減をお願いしているところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。
　以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　同じ質問を繰り返すことになりますが、私は恥ずかしくないのだろうかと率直に思うのでございます。端を付けるのであれば教育長の方に端を付けるべきであって、政治家たる町長の方はやっぱりきっぱりと区切りのいいところでやるべきではなかろうかと思うのでございます。そして、それやれるのは町長自らのご決断でやるしかないんですよ。事務当局が意見を出すのは、やっぱり助役、教育長よりも少し高い線でいくと２％になりますから、この程度は必要でしょうねというお話はできるでしょう。これ町長の判断なんです。だから、本来ならば少なくとも町長の方は、これ少なくとも３５％という切り貼りのよいところまで、これやるべきだったと。しかし、それをやらないと。やらないものが、これ可決になったわけでありますね。そうであれば、少なくとも教育長の方は１５％ではなくて１２％、あるいは１２.５％とか、そういうことをしていくのが、今までも何回も言ってきた均衡をとる姿ではないでしょうか。助役と教育長との間には、おのずから性格において違いがありますよ、町長との関係において。助役は文字通り運命共同体と、そういう関係で仕事をしていくのが本来の姿でしょう。教育長は、また性格はこれ明らかに違いますよ。であれば、はしたを付けるように提出をし直しすべきではないでしょうか、いかがでしょうか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　私としましても、いわゆる副町長にしろ、教育長にしろ、職員の方々にしろ、やはり給与、こういったものの削減を求めるというのは大変つらいものがございます。しかしながら行政の運営をしていくうえでは、やはりさまざまな見方、考え方もあろうかと思いますが、今般、職員の皆さん、そして特別職の方々等々にも理解をいただきながら進めてきたところでございまして、教育長におきましても先程来申し上げましたが、本町の教育の振興にありましては私どもはじめ町民の方々もそうかと思いますが、予想以上の成果を上げていただいているところでございまして、私も心から感謝をしているところでございます。しかしながら、行政の運営をするうえでは、やはり副町長も教育長においても、これまで１０％の削減をお願いをしてきた経過もございまして、そういったことから今回５％を上乗せさせていただいて、そして１５％のカット、削減ということでご提案を申し上げたところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　結論として、答弁になってないということなんですよ。この給与の削減をお願いすることはつらいと。つらいからこそ道理があって、多くの皆さんに理解と納得がいけるような提案の仕方をすべきではないのかと思うのでございますが、いかがでしょうか。つらいからこそですよ。つらいからこそ理解と納得、その理解と納得という点で、町長の方に２％のはしたを付けて、教育長の方には切り貼りのいいやり方、助役と同じにするというのでは、理解と納得を得られなんじゃないかということを言っているわけです。もう皆さんが述べられたことと全く同じなんです。その部分でお答えをいただけないでしょうか。
　あと、予想以上の成果というのはいかがなものかと考えます。これは期待どおりの成果と言うべきではないでしょうか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　私の答弁が不適切というふうにご指摘いただいたのかなということで、言い換えればといいますか、ご指摘いただいた部分については期待以上の成果を上げていただいたということで改めさせていただきたいと思います。
　なお、議案第１０号において先ほど議員の皆さんからご理解をいただき可決をいただいたところでございます。そして、この議案第１１号については、先程来申し上げているように、教育長においても同じく１０％から１５％の削減をお願いをしてきた経過でもって提案をさせていただいているところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　議論はかみ合いませんので、これ以上パーセントの問題ではお話はいたしませんが、気になるのは、予想以上、期待以上という表現は、誠にもって現職の校長をお辞めになっていただいて桑折町の教育長にお迎えをした町長の発言としては、誠にもって失礼極まるものではありませんか。お気づきになりませんか。期待以上というのは、あまり期待していなかったということなんですよ。予想以上というのも、そういう意味ですよ。そういう結果をつくり出そうとして桑折町の教育行政にお迎えをしたのではございませんか。期待どおりの成果をと言うべきではないでしょうか。あまり期待をしていなかった、それが期待以上の結果を生み出したと、そして１０％削減を１５％にするというのでは、ますます説得力がなくなるんではありませんか。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　訂正させていただきます。私の真意ではございませんが、そういった今１２番議員のご指摘のような真意でもって私はお答えしているわけではございません。誤解されるのであれば期待どおりの成果を上げていただいていると、こういうふうに訂正させていただきたいと思います。私としましては、私ども思っている以上のすばらしい成果を上げていただいているのも現状でございます。昨日も、ある町内会の総会がございまして、たまたまそこでは通常の町内会でのあいさつとは全く変えて、今桑折町の教育について１０分くらいお話をさせていただいたのも事実でございます。その中で今、各小学校、そして特に醸芳中学校はこういう成果を上げていただいていますよということで、昨日もそういったこれまでの教育の行政を進めてきた中での成果、こういったものを昨日も町内会の総会でお話をさせていただいたところでございます。したがって、私の答弁の中で真意が伝わらなかったというのは私も反省いたしますが、期待どおり、私としては、それ以上の成果を上げていただいているという考えでお答えをさせていただいたところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。
　また、先程来申し上げておりますが、行政の運営していくうえで、これまでも助役並びに教育長にありましては、財政の厳しい中で１０％の削減をお願いしてきたところでございまして、今般平成１９年度から極めて厳しいという中で同じく５％の削減をお願いしたところでございますので、この点についてはご理解をいただきたいと思います。以上であります。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
１番（原　賢志君）　私は、議案第１１号に対し反対の立場で討論をさせていただきます。
　教育長は、これまで本町の教育行政の発展のために学校教育課、生涯学習課の職員とともに学力向上パートナーシップ事業をはじめ多くの施策、事業を実施し、だれもが認めるすばらしい成果を上げてこられました。新年度以降も更なる児童生徒の学力向上、豊かな人間形成に向け、既に両課の職員とともに動き始めております。そのような方に給与の更なる減額を行うことは納得ができません。特別職だからといって町長給与との均衡を図るためだとするならば、なおさら賛成することはできません。
　以上です。
１２番（齋藤松夫君）　これまでの質疑を通しまして、論点というのは非常に明確になったと思うのでございます。やはり今回の１５％カットというのは適切ではないという点が、もう十二分に明らかになったのではないかと思います。
　加えて申し上げれば、これが桑折町の外部からお迎えをした方の給与の問題でありますから、桑折町のみならず他町の皆さんからも桑折町議会はこういう問題に対してどういう態度を下すのかと、いわば教育行政にかける桑折町の、いわゆる桑折町議会のとらえ方、そのレベルが注目されるものだと考えるわけであります。
　これまでは僅差でこの改正案が通ったわけでありましたが、是非とも賛成討論もないようでありますので、我々議会は多数をもってこれを否決をするべきであるという見解を述べて討論とするものであります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１１号「桑折町教育委員会教育長の給与・勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　ご異議がありますので、この採決は起立によって行います。
　本案に賛成の方は起立願います。
（起立　９名　不起立　８名）
議長（高橋宣博君）　起立多数であります。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第８，議案第１２号　桑折町職員の給与に関する条例の一部を改正する　　　　　　　　　　　　　　　　　　条例
議長（高橋宣博君）　日程第８，議案第１２号「桑折町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第１２号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１番（原　賢志君）　１点お聞きをいたします。
　今回は期末手当、勤勉手当というようなことで、給与の部分では減額することなく賞与の部分での減額というようなことで、給与に関しては生活給というような性質だと思いますので賞与の部分で減額されるというようなことだと思いますが、前にも質問したかと思いますが、私は基本的に人事考課、人事評価、査定というものがされていくべきだろうというような考えを持っております。なかなか民間と違って数字的に明確なものはないかと思いますが、厳しい財政状況の中で創意工夫をしながら積極的に経費節減のアイディアを出して提案をしていく、あるいはそうなることを検討しながら計画も立てていくというようなことは、これから必然的に必要になってくることだろうと思います。そうした先ほどもお話ししたような職員の能力、意識を向上していくことによって、そうしたものも必然的に出てくるものだろうというふうに思います。決められた人件費の中でそれを配分するにあたって、例えば１００万を１０人で分けると、同じ基本給の方が１０人で分けるというような場合に、１人は１２万、１人は８万というようなことがあっても、それは評価がされて査定がされれば私はそれでもいいのではないかなというふうに思っております。ただ、減額される方がなくみんなが１００点、１２０点の仕事をして、決められた原資の中で均等に１０万というようなことであれば、それに越したことはないと思いますが、そうした今後しばらく厳しい財政状況が続くと思われる中で、こうした配分に関して査定も含めて考えはあるものかをお聞きいたします。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　人事評価の件については、議員お質しのとおりだと思っております。人事院勧告等においても、そのような方法をとっていくこととなるわけですが、議員お質しの中でもありましたように、なかなか公務員の場合の評価というのはなかなか難しい部分があるのかなというふうな考えをしておりますが、国においてもそのような方法がとられていくことになるようでありますし、それは管理職からというようなことでも進められるようでありますが、いろいろ国、あるいは県の実施方法、あるいは先進地の実施方法などを検討していきながら、そのような人事評価の方法を更に検討してまいりたいというふうに考えております。以上です。
１番（原　賢志君）　今、答弁がありましたように、なかなかその評価をするというのは難しいことだと思うんですね。難しいということですと、いつまで経ってもなかなか進まないと思うんです。そうした評価をするときに、どういう評価をすればいいのか、どういう評価項目があるのか、あるいはそのときに評価をする側ですね、いちばん評価者の訓練も必要だと思うんです。ずば抜けて有能な上司がいると、いくら普通以上にがんばっていても評価は下がってしまう。あとは普通ぐらいの能力の方がいらっしゃると、ちょっとしたことでも、ああ、こいつは良くやっているというようなことになろうかと思うので、評価する側の方の訓練も必要だと思います。総じて、そうした評価するにあたって、どういったもので評価するのか、どうした評価訓練をしていけばいいのかというようなことを模索しながら早い時期からやっていかないとなかなかできないと思いますので、もし、そうしたことを実施するおつもりであれば、できればいつ頃から具体的に入っていきたいというようなことをお伺いしたいと思いますが、いかがでしょう。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　行政改革の実施計画の中では１８年度と１９年度実施というような計画を立てておりますが、１９年度からの実施については若干検討も遅れていまして、１９年度実施はちょっと難しいかなというふうに考えているところであります。１９年度中に検討を進めまして、１年遅れぐらいで実施をできればしていきたいというふうに考えております。
１２番（齋藤松夫君）　２つ伺います。
　１つは、削減の率ですね、２つは、職員給与問題に対しての町長の基本的な考えということでございます。
　まず、その削減の率、減額率でありますが、特に期末手当の減額の部分で伺うわけであります。これまで２５％のものを５０％にしたということでありますが、要するに平たく言えば、これを年間の給与合計額に照らしていいますと、５％カットというものをこういう形でやったということかなと思うわけでありますが、そのような理解で間違いがないかどうか。そして、その総額はいかほどになるのかですね、まずもってこの点を伺います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　５０％削減につきましては、期末勤勉手当ではなく特別調整額の減額率でございます。それで、お質しの中で期末勤勉手当の５０％削減というお質しがあったかと思います。ただいまの中で。それで、その５０％削減につきましては、特別調整額の減額率ということでお答えをさせていただきたいと思います。（不規則発言あり）その減額率でありますが、当初予算の予算編成の中でも人件費総体での５％減額というようなことで予算編成にあたりました。そういう中で金額的にも５,７００万、人件費の５％分ですと５,７００万というようなことになるわけですが、まず特別調整額での減額の額は２５％から５０％に減額することによって約３００万の減額でございます。それから、期末勤勉手当の１０％と通常傾斜配分と言っているんですが、その加算をしない額で約３,８００万の減額であります。そのほか時間外勤務手当の縮減、あるいはこの後提案を申し上げますが、特別勤務手当の凍結といいますか、そういうことで、それから、これに伴う共済費の減額等々ありまして、大体６％の減額になってまいります。率にしますと総額ではそのような率になってくるようになっております。予算編成時は今申し上げたようなことで、人件費総体での５％減を目標としたところであります。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　訂正をしますが、先ほど期末手当の減額につきまして私のメモが間違っておりまして、この点は訂正をさせていただきます。ただ、質問の趣旨は少しも変わりませんので、よろしくお願いします。
　６％、そして総額で５,７００万円ということでありますが、これだけの財源、給与カットをして求めなければならないというふうに判断をされたわけでございますが、それはどういった検討の中から生まれたものでしょうか。そして、今この時期、１９年度からという、１９年度から３年間というこの点も含めてどのような検討の中から生まれてきたものかを伺います。
町長（林王喜久男君）　まず、私の方からお答えを申し上げます。
　平成１９年度の予算編成にあたりまして、現下のいわゆる三位一体の改革が進む中での財政状況、こういったものさまざまな点から検討をしたところでございまして、その結果、本町にありましては予算総額を約３８億円程度に編成をしなければならないという結論を、判断をしたところでございます。そうした中で、これまでの物件費とか、あるいは補助金とか、あるいは委託費、こういったものについてはやはり１０％から２０％のカット、これを目標に各事業等々見直す中で予算編成を組んできたところであります。と同時に人件費においては５％の削減を目標、金額としてただいま庶務課長からもありましたように５,７００万円を目標というのは大変失礼なんでありますが、５,７００万円に向けての削減の１つとして人件費においては５％の削減、そして５,７００万円に向けた予算編成をしてきたところでございます。
　なお、予算編成にあたってきたもう少し詳細については、担当課長より答弁をいたさせます。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　当初予算編成の中では、歳出目標を３８億ということで予算を組むような形で行ってきました。そういう中で、平成１８年度の予算につきましては、歳出が４０億ということ、特殊事業を除いてではありますが、４０億ということでしたので、歳入に合わせるために２億ほどの減をしなくてはならないというような目標で行ってきました。その中で今、町長からもお話があったわけですけれども、人件費については５％、あと補助関係については１０から２０の間と、あとそのほかの物件費についてもそれぞれ目標を定めた中で総額で２億の減を行わなくてはならないということで予算編成を進めてきたところであります。そういう中で、人件費についても５,７００万という目標を定めながら予算編成をしてきた中での減ということでお願いをしてきたところであります。以上でございます。
１２番（齋藤松夫君）　財政は非常にどこもかしこも大変なわけでありますが、他町村ではこの給与関係ではどのような対応をされたか、検討の過程ではいろいろ情報収集などもされたかと思います。まず、合併をしないでいる国見町とか川俣とか飯野とかですね。それから、合併をした伊達市等では、この職員の人件費に対してどのような扱いをされたか、どのように情報を収集されておられるかも伺っておきたいと思います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　いちばん近い国見町においては、給与の削減は１９年度はしないこととされているようであります。また伊達市においても、そのような情報は得ておりません。削減するという情報は得ておりません。それから、川俣町については１６年度から１８年度までの３年間について給料、あるいは期末勤勉手当、あるいは管理職手当等削減をされたようでございます。飯野町においても１８年度までの間で削減をされたというふうなことを聞いております。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　状況は分かりました。減額の内容も大体分かりました。
　そこで、この職員給与の問題に対する町長の基本的な考えという点で伺うわけであります。１００％であってならないのは工事入札、１００％でなければならないのは職員等の給与だと私は思うわけですよね。そういうふうに基本的には考えるわけでありますが、しかし、我々日本共産党としても、いつ、いかなるときでも、それは動かすことのできない聖域というふうには考えておりません。先ほど川俣の例、飯野の例がお話しされましたが、財政状況のいかんによっては、そういった場合もあり得ると、こういうふうな考えに立っております。ただ、しかし、その場合にあっても十分にそれに、そうした措置を講ずることに道理があって理解と納得を得られるもの、そして民主的な協議を経てそれらの事務が進められなければならないと、こう考えているわけであります。そういう点からすれば、今の財政状況からすれば、こうした分野にまで切り込まざるを得ないというのも分かるわけであります。ただ、しかし、１９年度から始まって６％というレベルで１９年度から進めるということについては、いささか性急すぎるきらいがあったのではなかろうかという、こういう思いを抱かざるを得ないのでございます。同時に、職員の皆さんのこの問題をめぐっての受け止め方という点でも複雑なものがあるんではなかろうかと、合併をしたところはそういった状況になっていないと、自立の道を選んだ桑折町がこういうことだと。それから、大変な赤字を生み出して、しかも、これは長期にわたって、その克服には大変な難しい局面が予想されるという藤田病院もあるわけでございますね。そういう点を考えますときに、１９年度から６％の人件費の減額ということで進むというのが、ちょっといかがなものかと、こう考えざるを得ないというのはその点でございます。そういう点からしますと、もう少しこのことにつきましては、職員の皆さんとはそういう方向に進まざるを得ないということでの協議を開始するのは必要だとしても、その点についてはもうしばらく粘り強く協議を重ね、そして、そのやり方というのも考えてみるべきだったのではなかろうかと思うわけでございます。こうするには内部でいろいろと考えられた経過があるんだろうと思うわけでありますが、もうこれしかないということで、選択する道はこれしかないという判断でこのような方向に進まれたのかどうか、町長のこの点についての基本的な考えと併せまして、この点をお聞きをしたいと思います。それとも、これだけではなくて２つか３つか、いくつかの選択肢もあっていろいろと検討したのかどうかですね、そこをお聞きをしたいと思います。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　これまでの経過でございますが、先程来、行政の組織の一部再編のところでも申し上げたわけでありますが、本町が１６年の秋ですか、夏の終わりに、当面自立の町を選択し、それの方向性として自立ビジョンを策定したところでございます。そして、それを基に新長期総合計画を樹立してきたところでありますが、組合の方々には、そういったことから平成１７年度に、こういった削減をせざるを得なくなるという方向性、こういったものは平成１７年度に職員の方に示してきたところでございます。しかしながら、ただいま議員ご指摘のとおり期間のない中で協議をせざるを得なかったのも事実でございます。組合との事務交渉の中にあっては、大変時間をお互いに費やしてきたところでございまして、その協議を重ねて、そして合意に至ったものでございます。いずれにしろ、これまで職員の方々にも理解をいただくべくいろいろとご相談を申し上げ、そして互いに理解を深めるべく協議を重ねて、そして合意に至ったものでございますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
（不規則発言あり）
庶務課長（國分英利生君）　ただいま町長からお答えした中にもありましたけれども、自立ビジョンを策定する中においても、やはり人件費の削減もしていかなければならないというような方向性を出さざるを得ないという状況ですかね、そういうことで、自立ビジョンにおいてもそのような方向性を出して収支バランスを取っていかなければならないというようなことでありましたので、今回においては、そういう方向性に基づいて職員組合と協議をし、いろいろ内容については、削減の方法についてはいろいろ協議する中で今回の提案した結果となったわけですが、そういう中ではいろいろ検討、協議をしてまいりましたけれども、人件費の削減という部分については、１９年度は職員の理解と協力を得て削減をしなければならないというような方向性で協議を進めてきたところであります。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　ただいま１７年度から自立ビジョンに基づいて人件費のカットという方向に進まなければならないというお話はしてきたというご答弁でありました。しかし、今回示したような内容のお話を１７年度中にお話をされたということではないでしょう。私のアンテナが低いのかどうか、５％、６％の人件費のカットというのは少なくとも私のアンテナにはいささかもかかってはきませんでした。総体としての人件費の縮減というものは自立ビジョンの中で正しくこれは打ち出しているのはそのとおりでありますが、そういうことからして、結局職員組合との協議という中では極めて短期間の間に極めてカット幅の大きいこの協議が進められたのではないかと、こういうふうに、そういう思いを抱かざるを得ないわけであります。交渉の中身は我々わかりませんから深いコメントはできないわけでありますが、一方、これまた私の情報アンテナにはかかってないんですが、藤田病院の場合はまだ人件費のカットというところまでは踏み込んではいないんでしょう。そういう点からすると、いささかこの進め方の点で性急な面があったんではないかと。そして、また進めるうえでも、もうこれありきということではなくて、第２の選択肢ぐらいは持って組合とも協議をしていくというふうな、そういう対処の仕方が必要ではなかったかと、こう思われてならないのでありますが、いかがでしょう。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　１７年度の組合に対する提案内容につきましては、今回組合に示した内容と同様の内容でございました。ただ、いろいろ財政計画等々の関係で組合との協議は中断をしておりました。それで、今回改めて提案をし協議に入ったところであります。確かに議員お質しのように、短期間の中での協議という部分になったということは事実でございます。そういう中でやはり職員、あるいは組合員においても、やはり町民の方々に理解を協力をいただかなければならないという、そういう中でやはり職員の給与についても考えていかなければならないというような考えがあったことも事実ではないかなというふうにはとらえているところであります。
　それから、藤田病院の人件費の関係でありますが、１９年度予算、藤田病院の１９年度予算についても、まだ我々に説明はいただいておりませんので、はっきりしたところは申し上げられませんけれども、人件費の一律削減とか、そういう部分についてはまだ聞いておりません。以上であります。
１０番（大宮平吾君）　私も１点のみを質問したいと思います。
　平成１７年度の職員とのいわゆる交渉の中では、このような将来厳しいのでこのような状態になるということは聞いておりました。しかし、この年度ですが、他町村、いわゆる単独立町の国見、あるいは川俣、飯野、その他もあるわけですが、職員はやはり期末手当、勤勉手当等は生活の本当の大事な一部でございまして、家族からもそういうような声が私は聞いているんですが、やはり職員は管理者の方から民間が厳しいと現状を訴えられれば、職員の組合関係もそれを黙って聞いて不本意であろうが、それを従わざるを得ないということが現在の状況でございます。したがいまして、この年度をもう１年をずらして、他町村を見比べながら実施を遅らせるというような感じにならないかどうか、その点について質問をするものでございます。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　職員の給与、こういったものを、いわゆる人件費の削減の中での職員の給与に関する部分、削減するにあたっては、これは削減する方も本当に不本意ながら削減せざるを得ないというのも実情でございます。ただいまお質しの中で、よその町がやらないんだから、こういったお話もあったわけでありますが、自治体それぞれに財政状況は違うわけでございます。先ほど庶務課長からの答弁の中にもありましたが、同じ伊達地方の中にあっては既に１６年度からですか、こういったものに実施してきたところもございますし、いまだそれをやらなくてもできる自治体もございます。本町にありましては住民の福祉の向上、そして協働のまちづくりを進めていくうえでは自立ビジョンで既に示していたように、人件費等についてもカットをせざるを得ない。そして、これまでの住民サービス、そういったものがいくらかでも維持をしていきたいという中での今回の給与等の削減でございますので、ご理解をいただきたいと思います。
　以上であります。
１０番（大宮平吾君）　今、町長の答弁をいただきました。その点については分からないわけではございません。それで庶務課長にお伺いしますが、組合との交渉については今中断をしているということのその中身でございますが、私は察するところ、これ以上言っても分からないということで中断しているのか、それとも理解をしたんだということで、その交渉がやってないということなのか、その辺の考えをお聞かせ願いたいと思いますが、よろしくご答弁を願います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　先ほど１２番議員の質問に対しまして、その中で中断をしていたというようなお答えを申し上げましたのは、１７年度に今回町が提示したような内容について、１７年度中に組合の方に提示をいたしました。提示をして数回協議を重ねたところでありますが、いろいろと問題提示などもありまして、そのときは中断をしていたということでございます。昨年の１２月から改めて前に提示していたような内容で改めて協議に入りまして、それで今回、本日説明をさせていただいた内容については組合と協議を重ね、組合員の理解、そして協力をいただけるというようなことで合意に達しております。ですから中断していたというのは、以前提示したことについては中断していたわけですけれども、今回、昨年の１２月に再度改めて提示をし協議を重ねてきて合意に達したということが現状でございますので、ご理解を賜りたいと思います。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
１２番（齋藤松夫君）　私は、反対の立場から討論を行います。
　今回、人件費の５ないし６％のカットを組合に提案する側も、あるいは、それを受けて交渉に臨み、最終的には受け入れた組合の側におきましても、大変に厳しい困難なもの、あるいはその状況があったものであろうかと思います。そのうえで合意には達したという点を十分に承知はするわけでありますが、そのうえでもなお我々といたしましては性急に過ぎたのではないか、理解並びに納得を得る点でいささか問題があったのではないか、少なくとも第２の選択肢の用意をして交渉にあたるべきではなかったか、このように考えるものであります。そういう点からして、反対の態度をとるものであります。それが第１の理由であります。
　第２の理由でありますが、そのようにして人件費のカットを行うのであれば、それ以前に速やかに手を付けなければならない課題が目前にあるのではないかということでございます。ずいぶんと長い時間をかけまして議論をしております入札制度の改革でございます。しかし、この分野におきましては、延々と事実上の先送りがなされているわけであります。改革の検討を指示したとは言っても、いつまでにその改革の検討を終えて成案をいつ得るのかということについての町長からの指示はないようであります。性急すぎるのではないかと受け止めざるを得ない人件費カットに比べまして、あまりにもこちらの方は緩慢であると、これを第２の理由とするものであります。
　そして、第３点目、これは反対の理由というよりは意見を申し上げておきますが、財政状況が厳しいのは、これは議論の余地がないわけであります。そうした中で我々は、我々が選択をした自立の道を軌道に乗せて、この歩みをしっかりしたものにしていかなければならないわけであります。そういう点からすれば、昨年我々が長野県高森町を視察をしまして学んだ事例というものを大いに参考にすべきではないかと考えるところであります。つまり、あの町は非常に少ない職員で、住民に対しては高福祉、さまざまな施策を実現をしている、そういう町であります。我々が進むべき１つの方向性、典型というものを見た思いでありました。そういう点からすれば、本町の自立ビジョンで掲げている人件費削減の内容、この高森町を１つの参考として、むしろ定数を減らすという方向に向けて、そして人件費のカットは最大限行わないと。そして町民の皆さんとの協働の町をつくって立派な自立の歩みをしていくと、こういう方向が重要ではないかと考えるところであります。
　以上の点を申し上げまして反対の立場からの討論といたします。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１２号「桑折町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　ご異議がありますので、この採決は起立によって行います。
　本案に賛成の方は起立願います。
（起立１０名　不起立　７名）
議長（高橋宣博君）　起立多数であります。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第９，議案第１３号　桑折町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正する条例
議長（高橋宣博君）　日程第９，議案第１３号「桑折町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第１３号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１３号「桑折町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１０，議案第１４号　桑折町職員等の旅費に関する条例の一部を改正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する条例
議長（高橋宣博君）　日程第１０，議案第１４号「桑折町職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。庶務課長。
庶務課長（國分英利生君）　別紙議案書により説明した。（議案第１４号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１４号「桑折町職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１１，議案第１５号　桑折町公民館条例等の一部を改正する条例
議長（高橋宣博君）　日程第１１，議案第１５号「桑折町公民館条例等の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。生涯学習課長。
生涯学習課長（山木一芳君）　別紙議案書により説明した。（議案第１５号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１１番（相原京子君）　この改定の目的といいますと、ただいま説明がありました経費節減の目的ということでございました。ただ、私どもがこの問題についてどういう態度をとるかは、住民の皆さんにとって使い勝手が良いものになるか、サービスが低下されないか、低下する方向ではないかという点にあります。また、今回の経費削減ということでしたので、どれほどの経費削減を見込んでおられるのかをお伺いいたします。サービスの点と経費の点、お願いいたします。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　この今回の閉館時間、閉館日の設定ということで、私どももだいぶ調査をいたしました。そして、極力住民の皆さんの使用に影響のないところを一応選ばせていただいたということで各地区、睦合、伊達崎、半田地区館につきましては、ほとんど使用が入ってない時間帯、そして月曜日についても、ほぼ同様のことでございました。ただ、中央公民館、そして桑折町民会館、これにつきましては年間何回かの使用団体はあるようでございますが、これも極力住民の皆さんの影響のない部分ということで判断をさせていただいたものでございます。
　経費削減額ということでございますけれども、１８年度対１９年度で申し上げますと総額で約２２０万ほどの削減を見込んでございます。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１５号「桑折町公民館条例等の一部を改正する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１２，議案第１６号　桑折町社会体育指導員設置条例の一部を改正す　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る条例
議長（高橋宣博君）　日程第１２，議案第１６号「桑折町社会体育指導員設置条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。生涯学習課長。
生涯学習課長（山木一芳君）　別紙議案書により説明した。（議案第１６号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１０番（大宮平吾君）　１点のみ質問いたします。
　体育指導員の関係については、いわゆる今年は駅伝関係の競争でも大変ないい成績を上げられました。ひとえに、この指導員の数等の関係の影響も大でないかと思います。したがいまして、１６名から８名に改めるということでございますが、今、財政的に、あるいは地域の活性化のためにといいますが、その内容についての財政面はどれほど浮くというか、その辺の関係を質問したいと思います。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　今回、体育指導員１６名を８名に減ずることによりまして約２８万円の予算的な減額ということになります。社会体育指導員の皆さんは、本当に良くやっていただいております。駅伝関係についてもだいぶ協力をいただいておりますが、実質、毎回いろいろと協力をいただくところについては、人数は毎回変遷いたします。１６名が８名になっても１９年度以降事業にはそれほど影響しないように私どもの方でもいろいろとがんばってまいりたいというふうに思ってございます。
４番（亀岡好雄君）　１点のみお聞きしたいと思います。
　体育指導員の定数減、１６名を８名ということでありますけれども、これは各地域２名ずつ選出いたしてきた１６名、今までたぶんお願いしてきたと思います。しかし、福島国体以降スポーツに関する熱意がだんだんと薄れてきまして、現在、各スポーツ団体８ブロックのうち実際稼動しているのが４チームと聞いておりますけれども、この前たぶん３月１日に年間のスポーツ行事のたぶん打ち合わせ行ったようでありますけれども、その日やっぱりグラウンドでスポーツフェスティバルみたいなのをやってはどうかといったような意見も出たようであります。そういったことを考えますと、体育指導員は減らすのではなく、もう少し人数的に多くして、なるべく町全体が出てきて活動するような指導をするような方向にもっていってはどうかと思いますが、その点をお伺いしたいと思います。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　確かに現在の地域スポーツ団体の状況を見たときには、できるだけ多くの方々に力をいただいてお願いをしていくのが最適なのかなというふうには思います。そういった意味で、今回、総合型地域スポーツクラブのためのマネージャーですか、こういった養成なんかにも力を入れていきながら、地域団体の活性化に努めていきたいというふうには思ってございました。現在、本当に体育指導員の皆さん良くやっていただきましたけれども、先ほども申しましたように、団体の中にあっては少々お任せ的な部分も出てきたという部分もございます。そういった意味での改正でございますので、ご理解を賜りたいと思います。
４番（亀岡好雄君）　確かにスポーツ団体に対しては大変なご苦労をしていることはお察しいたしております。確かに１６名の体育指導員の方おりますけれども、実際出てきて働いてくれる方が半分ぐらいしかいないということもお聞きしております。でも、しかし、そういったことではなく、今後の町民のやっぱり健康と体力をして、また町民との交流を図っていくためには、どうしてもそういった体育を指導している方の存在というのは有意義であると思うわけですので、是非ともそういった人数を減らすことではなく、現状維持か、もう少し人数的に多くして、町民の皆さんの理解を得られるようなスポーツ指導とか、そういった体育に力を入れていただきたいと思いますけれども、もう一度その点についてお伺いいたします。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　先ほども申し上げましたけれども、今後の総合型地域スポーツクラブを立ち上げていくためのクラブマネージャー養成という点で、ちょっと地域団体の方にはてこ入れをしていきたいなというふうには思っております。体育指導員の活動状況については議員もよく存じられているというふうに思いますので、この点についてはご理解を賜りたいと思います。
１７番（奥山敏夫君）　人間の健康、あるいは体力ということが非常にお金よりもこれは重要な問題であります。したがって、８名というのは私は非常に少ないんじゃないかと思うんですが、男女に分けるとどのくらいになるのか。あるいは年間今までどのくらい経費かかっていたのか、お尋ねいたします。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　体育指導員の男女比率ということでございますけれども、１６名のうち女性は５名くらいだったというふうに思います。あと、経費については先ほど申しましたように２８万円の減額と、報酬の減額ということになってございます。
１７番（奥山敏夫君）　人間にとりまして、お金よりも体、体力、これがやはり近代国家としても私は重要だと思います。あまりお金に換算しないで、あるいはこだわらないで、やはりこれは多いほど私はいいんじゃないかと思うんですが、この８名ということになると、今後男女どういうふうな関係になるのか。やはり体力養成ということは、今申し上げましたようにお金よりもこれは大切なんです。だから、若干のお金はかかってもやはり町民の体力向上というものは図っていく必要あると私は思いますが、町長はどういうふうに思っているのか、お尋ねいたします。
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　この社会体育指導員の設置時の目的は、ほぼ達成できたものと、このように判断しているところでございます。そして、先ほどの答弁の中にもありましたが、これから地域総合型スポーツクラブの設立に向けた準備を進めていくわけでありまして、そのようなことから先ほど申し上げたように、今後の社会体育を普及するうえでの体制替えというふうにとらえているところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　体育指導員１名の報酬額は年３万５,０００円でございます。そして、これからの男女比はどうなっていくのかということでございましたけれども、これはただいま各地域スポーツ団体に推薦をお願いしているところでございまして、私どもの方からここの団体については女性から、この団体については男性からということでお願いをするものではございませんので、ご理解を賜りたいと思います。
　また、健康の保持については、確かに今お金で換算できるものではないということでございまして、ただただ経費節減ということでお願いをするものでもございません。先日、総合型地域スポーツクラブの件でもお答え申し上げましたとおり、これからその経費削減とかいろんな経費を削減していくための国の施策ということで、今、住民の方々それぞれの意識を持って、自ら負担をしながらスポーツクラブを立ち上げてきましょうというような趣旨でございます。体育指導員の皆さんについては、今後とも業務的にはがんばっていただくということでございますので、ご理解を賜りたいと思います。
１７番（奥山敏夫君）　町長は、なんでもかんでも減らせばいいというような考えでおるんじゃないかと思いますが、こういう人間の体力とか健康とか、これは金に換えがたい問題でございます。したがって、私は、若干金はかかってもやはり町民のために、健康増進のために、私はあまり減らすべきじゃないと。そして、これ男女別が分からないというのではあれなんですが、大体予想しているのはどのくらいなのか。私は、もっとこれは８名でなくて、もっと増やすべきだと思うんですが、国民というよりも町民の健康増進のためには、これはなくてならない問題でございますので、お金とか何かに、そうあんまりとらわれないで、ごくわずかだと思うんですが、私はもっと８名でなくて、もっと増やしてもいいんじゃないかと、かように思いますが、町長の考えをお尋ねいたします。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休議
議長（高橋宣博君）　暫時休議いたします。
（午後　２時４５分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎再開
議長（高橋宣博君）　再開いたします。
（午後　２時４６分）
                    ◇                    ◇                    ◇
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　本町のスポーツへの取り組み、これは福島国体に向けてずうっと大変盛んに行ってきたところでございまして、そういった中では町民運動会、こういったものも開催されてきた経過がございまして、本町のスポーツに対しての関心、それがひいては体力の向上、こういったものにも取り組んできたところでございます。しかしながら、近年において、その種目型スポーツ、あるいは個人スポーツいろいろと町民の方々の志向も変化しているところかと私はとらえているところであります。しかしながら、福島縦断駅伝においては毎年前年を上回る好成績で近年においてはがんばってもいただいております。そういった中で、いろいろとスポーツに対しての見方、考え方、参加の仕方、こういったものも変化あるわけでありますが、そうした中でいわゆる町の社会体育指導員にあっては、設置したときの目的はほぼ達成できたのではないかなと、このような判断でございます。そして、今後のスポーツ、社会体育のスポーツのあり方というのは、先ほども申し上げたように、総合型地域スポーツクラブ、こういったものでの社会体育の普及ということでございまして、それらの普及をするうえでの体制替えをして充実を図っていきたいと、このように考えているところでございまして、経費の削減が必ずしも第一として考えたものではございませんので、この点についてはご理解いただきたいと思います。以上であります。
　　　　　　　　　　　　　　（「議事進行」という声あり）
１７番（奥山敏夫君）　（不規則発言あり）
町長（林王喜久男君）　お答えをいたします。
　ただいま申し上げたような中で、これまでの１６名を８名に改めて、そしてスポーツの普及等々にあたってまいりたい、このような考えでご提案申し上げたものでございます。以上であります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１６号「桑折町社会体育指導員設置条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１３，議案第１７号　桑折町保健福祉センター条例の一部を改正する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　条例
議長（高橋宣博君）　日程第１３，議案第１７号「桑折町保健福祉センター条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。健康ほけん課長。
健康ほけん課長（石幡正則君）　別紙議案書により説明した。（議案第１７号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１１番（相原京子君）　介護保険の制度改正に伴っての地域包括支援センターの立ち上げでございますが、体制ですね、体制的にいって十分な体制が、地域包括支援センターとして十分な体制がとられているのか、お伺いいたします。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えをいたします。
　この地域包括支援センターにつきましては、その体制ですけれども、その市町村の人口規模によってその職員体制が決まるようになっておりまして、当町の場合ですと社会福祉士、それから保健師、主任ケアマネージャーの３名というような体制で実施するということになっております。ただ、その中の１名につきましては、町の方では常勤でということで要望をしておったわけなんですが、委託先の桑折町の社会福祉協議会の方の都合によりまして非常勤で現在やっているというようなことで、若干の部分でございますが、仕事の面で多少の不足している部分があるのかなというふうには感じられます。以上でございます。
１１番（相原京子君）　やはり予防介護に力を入れていくうえでも、体制はしっかりした体制をとっていかなければならないと思います。その点で改善の見通しは、充実の見通しはあるのかをお伺いいたします。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えいたします。
　町の方としては、社会福祉協議会の方に是非常勤でお願いしたいというふうに要望はしておりますけれども、１９年度中は現在のままでお願いしたいと。募集をしてもなかなか応募してくる人が需要あまたでいらっしゃらないというようなことで、非常に社会福祉協議会の方でも困っているようでございます。ただ、２０年度になればどうにかなるというような話ではございます。以上でございます。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１７号「桑折町保健福祉センター条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１４，議案第３３号　桑折町重度心身障害者医療費の給付に関する条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例の一部を改正する条例
議長（高橋宣博君）　日程第１４，議案第３３号「桑折町重度心身障害者医療費の給付に関する条例の一部を改正する条例」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。福祉介護課長。
福祉介護課長（山川　修君）　別紙議案書により説明した。（議案第３３号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
１１番（相原京子君）　ただいま説明がございましたが、今までと比べてどういうふうに市町村の負担が変わるのか。また、利用者の負担が変わるのかをお伺いいたします。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えをいたします。
　現在までは、施設入居者に関しましては国民健康保険上の住所地特例を適用してきたところでございます。ただし、障害者自立支援法が施行されました。また、援護の実施期間は出身市町村と明文化されました。また、知的障害者入所施設公費負担医療費制度が廃止されたことなどを考慮して、先ほど申し上げたような改正になったものでございまして、分かりやすく言うと国民健康保険上の住所地特例というのは、例えば福島から桑折の施設に入って住所を移して国民健康保険に入ったと。その入った人が症状が重くなって、今度は桑折町の養護老人ホームから別な市町村の特別養護老人ホームの方に移ることになったというようなことになると、１回住所を移したのが桑折町なので桑折町が国民健康保険の給付の対象市町村になるというようなことでございましたが、これでは町外の方が住所を１回桑折町に持ってきただけで桑折町が負担するというようなことになりますので不公平だというようなことで、あくまでも最初に住民登録のあった市町村が費用を負担するんですよというふうに改正するものでございます。個人の費用負担については、変わりはございません。以上でございます。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第３３号「桑折町重度心身障害者医療費の給付に関する条例の一部を改正する条例」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１５，議案第１８号　伊達市桑折町国見町火葬場協議会規約の変更に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついて
議長（高橋宣博君）　日程第１５，議案第１８号「伊達市桑折町国見町火葬場協議会規約の変更について」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。町民生活課長。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　別紙議案書により説明した。（議案第１８号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１８号「伊達地桑折町国見町火葬場協議会規約の変更について」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１６，議案第１９号　福島県伊達郡国見町・桑折町有北山組合規約の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更について
議長（高橋宣博君）　日程第１６，議案第１９号「福島県伊達郡国見町・桑折町有北山組合規約の変更について」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。産業振興課長。
産業振興課長（佐々木才市君）　別紙議案書により説明した。（議案第１９号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第１９号「福島県伊達郡国見町・桑折町有北山組合規約の変更について」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１７，議案第２０号　福島地方水道用水供給企業団規約変更について
議長（高橋宣博君）　日程第１７，議案第２０号「福島地方水道用水供給企業団規約変更について」を議題といたします。
　議案内容の説明を求めます。上下水道課長。
上下水道課長（佐藤　茂君）　別紙議案書により説明した。（議案第２０号）
議長（高橋宣博君）　これより質疑に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって質疑を終わります。
　これより討論に入ります。
　　　　　　　　　　　　　　（「討論なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　討論なしと認めます。これをもって討論を終わります。
　これより議案第２０号「福島地方水道用水供給企業団規約変更について」を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって本案は、原案のとおり可決されました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎日程第１８，議案第２６号　平成１９年度桑折町一般会計予算
議長（高橋宣博君）　日程第１８，議案第２６号「平成１９年度桑折町一般会計予算」を議題といたします。
　提出者の説明が終わっておりますから、直ちに質疑に入ります。質疑は、常任委員会所管別に、総務文教、福祉厚生、産業建設の順で質疑を行います。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休憩
議長（高橋宣博君）　ここで約１５分間休憩いたします。再開は３時２５分といたします。

（午後　３時０９分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎再開
議長（高橋宣博君）　休憩前に引き続き会議を再開いたします。

（午後　３時２５分）
                    ◇                    ◇                    ◇
議長（高橋宣博君）　これより総務文教常任委員会所管関係の質疑を行います。
９番（浅野義雄君）　予算書の方で１３ページの滞納についてお伺いいたします。
　今、全国的にいろいろな分野におきまして滞納ということで報道等されておりますが、桑折町におきましても一昨年と比較して今回また繰り越しがちょっと多くなっているような数字になっておりますが、桑折町におきましての滞納状況について、当局はどのようにとらえて、今後どのように対処していかれるのか、お伺いいたします。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　確かに滞納関係毎年少しずつ多くなるような状況にはあります。そういう中で滞納の整理関係につきましては、毎年何回かの滞納整理の月間を定めた中で、数人のグループをつくって滞納を処理、関係に歩いたりをしております。また、預金関係の差し押さえ、それから、あと還付金関係の差し押さえ、こういう部分をやっておりますが、更に滞納関係の部分の掌握ということで、それぞれの関係で機械関係の部分の導入関係もしながら滞納額の把握をしながら今後滞納整理を進めていきたいというふうに思っております。以上でございます。
９番（浅野義雄君）　ちょっとここを見てみますと、町民税、法人税、固定資産、軽自動車税ともどもやはり前年よりも多くなっているようなわけでございますが、これはなかなか何年も滞納が続いて納付できないという方もあろうかと思いますが、その辺はどのようになっておるのかお伺いします。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　確かに収納率なんですけれども、少しずつ下がるような状況になっております。これらの方につきましては、それぞれ呼び出しをしながら納税相談という形を行っております。そういう中で分納誓約ということで、それぞれの家庭の状況、あとその所得の状況を相談しながら、納められる時期ということを相談しながら行ってきておるわけなんですけれども、なかなか１つの税だけでなくていろいろな税があるものですから、収納関係が難しいというような状況にはあります。ただ、今後ともそれぞれの家庭の状況を相談しながら、納付関係の相談をしていきたいというふうに思っております。以上でございます。
９番（浅野義雄君）　テレビ等で報道を見ておりますと、全国的に経済的な関係なく滞納しているというようなこともよく聞かれますが、桑折町におきましてもやっぱり経済面と関係なくそのように納付されない方もあるのか、また経済的な理由によって納付できない方と大体どのような状況になっているのか、お伺いします。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　桑折町の滞納状況でございますが、全体的な見た中では所得関係が少ないということで、失業関係とか、そういう関係で所得がなくなったということで滞納できない方についてかなりの数があるのではないかと思います。実際その所得が多くて納めないと、そういう方については、桑折の部分についてはないのではないかなというふうに思っております。経済状況の中でそれぞれ相談をしておるわけなんですけれども、相談をしていても納められないという方が実情ではないかなというふうに思って下ります。以上であります。
１０番（大宮平吾君）　総務グループの税務財政課なんですが、貯蓄組合連合会の絡みでお伺いするんですが、１万４,０００円の予算が取ってありますが、先の連合会の役員会では、１９年度については廃止の方向だということであったわけです。文書でも、そのような各組合長にあったわけですが、それについて幾らほどの財源が確保されるものかについてお尋ねしたいと思います。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　納税組合関係の廃止の部分での財源の確保ということでございますが、ちょっと今手もとに資料をちょっと持ってこないので大きな、正確な数字は分からないんですけれども、大体４００万ほどの減になろうかというふうに思っております。
　以上でございます。
１０番（大宮平吾君）　そうしますと、連合会がそういうふうな廃止というか、なくなりますと、各単位の組合、納税組合はどのようになろうか、なるんでありましょうか。自主的にやめるところも出てくると思うんですが、その辺の考えは、あるいは指導はどのように考えておるかお尋ねしたいと思います。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　納税貯蓄組合、長年納税貯蓄組合を作ってそれぞれ納税連絡員ということで町の税金を納付いただいてきたわけでありますが、平成６年から口座振替制度が導入されたということ、それから、あと個人情報保護法、こういう部分でのプライバシーの関係から、納税貯蓄組合長の扱うお金の問題とか納付書の問題でいろいろ種々問題が出てきたということで、全国的に納税貯蓄組合の部分についても廃止の方向にあるというような状況にあります。そういう中で、桑折町につきましても納税貯蓄組合長の皆様からアンケートをとりながら方向性を探っていたわけなんですけれども、そのアンケートの中では、廃止をすべきという部分が多数というような状況で、平成１９年度か廃止をしていきたいというふうに考えていたところであります。納税貯蓄組合そのものは各地区の団体ということで、町が直接関与はするわけではないんですけれども、その納税貯蓄組合に納税連絡員ということで町が納税通知書の郵送とか、あとお金の収納関係を依頼して現在まで集めていたという経過があります。その納税貯蓄組合の全体の組織である連合会がなくなった段階では、その地区の納税貯蓄組合そのものはなくなるわけではないんですけれども、最終的な部分では機能関係は地区の役割はなくなるんではないかなというふうに思っております。そうした場合、町としての指導については、ちょっとなかなか行政の方ではちょっと関与はできなくなると思いますが、最終的にはその団体での判断にはなるのではないかと思います。ただ、相談があれば町としての考え、こうだということでお話をするしかないのかなというふうに思っております。以上でございます。
１０番（大宮平吾君）　そうしますと、今までの納税に係わる通知書、あるいはその他もあるわけですが、それらの配付状況については各組合員は１９年度は今までと同じくそれが配っていただくと、配付してもらうというような考えに立っておられるのでしょうか、その辺をお伺いします。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　平成１９年度からは納税組合長を納税連絡員に委嘱するという行為は行わないということで町の方では考えておりましたので、各納税者に対しては直送をしたいというふうに考えております。以上であります。
５番（田中忠治郎君）　生涯学習課についてお尋ねいたします。
　文化財保存整備費、２１１ページ、主要概要説明書の中にもありますが、昨年１０月に羽州街道起点が去年整備されまして、地元では大変感謝して喜んでおられるところでありますが、新たに１９年度から追分分岐点の管理というようなことがここに明記されておりますが、今後あの場所はどのような方法で管理されていくのかお尋ねをいたしたいと思います。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えをいたします。
　この追分分岐点施設につきましては、地元追分町内会の要望と現在の町の施策との共同によって事業が進捗して、県の協力をもらい、そして町でも単費を使いながら整備をしてきたということでございます。そのようなことから、当初からあそこの管理につきましては町内会の協力をもらう方針で進んでございました。あの施設完成をいたしまして、私どもで引き継ぎを受け、そして新年度から、失礼しました。３月の十何日でしたかから一応町内会との協定を結んで管理関係をお手伝いいただくということになってございます。１年間の協定を結んでいるということでございます。ただし、どちらからも申し出がない限りは引き継いでいただくというような内容の協定になってございます。
５番（田中忠治郎君）　今は追分町内会の方では、ただいま長寿会、追分長寿会というのがありまして、駅前の自転車整備、あるいはふれあい公園の清掃、草むしりなどが４月から１１月ころの寒くなるまで行っておるわけであります。そうした中で、おそらくまた追分町内会といたしましても、おそらくまたこうした長寿会の方にお願いするというようなことになるんではなかろうかというふうにも思うわけであります。そこで、やはりあの場所は大変目立つ場所でもありますし、ああいう立派な施設も造ってもらったので確かにそれは喜んで、そうしたことで作業もこれからしていくんだろうと思います。そうした形で、これに対しても若干のやはり補助金とか何かというのは考えておられるかどうか、お尋ねをいたします。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　町内会の協力をいただくということで協定を結ばさせていただきました。この協定の中には、協定料、委託料ですか、そういったものは大変申し訳ございませんが、無料ということにさせていただきました。ただ、管理にかかる若干の消耗品、あれはいつでも申し出いただければ私どもの方で準備させていただくということで協定をしてございます。
２番（半澤　高君）　３点お伺いします。
　予算書の方でお伺いします。まず税務財政課関係で２点なんですが、５３ページ、財産収入で町有地土地貸付料の増加の理由について、それから６５ページ、雑入の部分で⑧その他１,３１０万１,０００円のこれもやはり増加の件。それから、最後に政策情報課、予算書の８３ページ、道の駅設置検討委員会関係の質問でございます。
　まず、第１点は、５３ページの町有土地貸付料１２０万８,０００円なんですが、これ前年度当初予算を見ますと５万９,０００円の計上でございました。この辺に関しましては、どのような理由で増加したのか、まずお伺いします。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　昨年度と比べて確かに町有土地貸付料が増えてございます。この部分につきましては、町職員関係なんですけれども、その車の駐車場部分ということで計上している部分が１２０万ほど計上をしております。以上であります。
２番（半澤　高君）　これは集中改革プランの中にも載っていまして、私一度尋ねたことあるんですが、そのときの話ですと、学校の先生方の駐車場の件もあるので、今それについて協議中だということでしたが、その辺はどのような協議になったのか、その後の経過についてお尋ねしたいと思います。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　学校の先生方の駐車場につきましては、やはり教員としての異動というような部分で、桑折町に転勤されたときだけその駐車場料金をいただくというのもどうかというようなことで、教育委員会とも若干協議をいたしましたけれども、やはり学校の先生方から駐車料金をいただくというのはできないであろうというような考えを持っているところであります。以上です。
２番（半澤　高君）　次の質問に移らせていただきますが、これ確認なんですが、６５ページその他、これもかなり増えておりまして、前年度の当初予算が２１５万９,０００円ですか、今回の予算計上が１,３１０万１,０００円ということで、またこの増加の理由に関しましてお伺いいたします。
庶務課長（國分英利生君）　お答えをいたします。
　雑入の⑧その他の中に昨年の８月から後期高齢者医療費広域連合の事務局に職員を派遣しております。その人件費については全部町の方で支払いをし、広域連合の方から年度末精算として、その分についていただくことになっておりまして、１９年度においてもそのようなことで派遣職員の人件費をこの中に見ていることから大きな金額の増になったということであります。職員の人件費については、共済組合、あるいは退職手当組合負担金の分までの人件費でありますので、１９年度においては９００万ほど見込んでおります。当然、時間外勤務手当も私ら方の方で支払いをし、後に精算をいただくということになっております。以上であります。
２番（半澤　高君）　３点目の質問移らせていただきますが、道の駅設置検討委員会関係で１５万計上されております。今年度はどのようなスケジュールの下、この設置検討委員会の開催に至るのかといいますか、設置検討委員会を開く予定であるのか、１９年度につきましてお尋ねします。
政策情報課長（小竹勝利君）　お答えいたします。
　同検討委員会については、１８年度で設置しなかったという経過もございますので、１９年度早々５月ころというふうに考えてございますが、設置をし、年５回の予定をさせていただいております。以上であります。
２番（半澤　高君）　５月に設置し年５回の予定ということなんですが、この間、補正予算の際の質疑の中では、町としての意見が固まらなかったからこの設置に至らなかったのだという回答でございました。もし、１９年度も町の意見が固まらなかったら、設置また延期するわけでしょうか、その辺をお尋ねいたします。
政策情報課長（小竹勝利君）　お答えいたします。
　内容的にはいろいろ対外的なこと、町内部のこととか町外的なこととか、いろいろ考えていかなくちゃならないとは思いますが、ただ、時期は刻々と新しい状況が生まれてきておりますので、議員お質しのようにいろんな課題は多いと思いますが、ただ、やはり関係者に集まっていただき検討委員会を設置して、その中でいろいろ議論を重ねていきたいというふうに考えております。以上であります。
２番（半澤　高君）　最後の質問になりますが、この検討委員会、実際にどのような方々に検討委員会の委員になっていただくのか、どういう考えでいるのかお尋ねして、この質問を終わりたいと思います。
政策情報課長（小竹勝利君）　お答えいたします。
　具体的にまだこれといったものはございませんが、大ざっぱにいえば、商工会関係の方々、あるいはＪＡさん、直売所も想定されるでしょう。そういった意味でＪＡさんの関係、あるいは伊達果実さん、そういったやはり農協関係の方、柱としてはそういったことかなと思いますが、ただ、いろいろ併設する施設の内容、そういったものによっては、そのほかにもいろいろ考えられることもあろうかと思いますので、その点についてはこれからもう少し詰めていかなければならないというふうに考えております。以上であります。
６番（平井光一君）　学校教育課の１７５ページの小学校耐震の設計委託料１,３００万円の件と給食センター施設運営費の件が２点目。３点目が国際交流推進費、姉妹都市交流事業でお伺いするものであります。よろしくどうぞ。
　１点目、早速伊達崎小の耐震実施設計委託料１,３００万円を計上していただいたわけであります。しかしながら、この財政厳しい折に、どのように計画をされ、どのように実施していくものか大変いまだに不安であります。日々小学生は危険な学校に通学をしていると、それを送り出している父兄の気持ちを察するに大変心苦しいと思うものでありますので、この実質的に工事に着手できるという部分、その辺の担当課としての見解をこの機会に再度お伺いします。
学校教育課長（鈴木研宗君）　お答えを申し上げます。
　平成１９年度に伊達崎小学校の本校舎と屋体、体育館の耐震設計の実施設計の予算を要求いたしまして、財政ただいまお質しのように厳しい、正に厳しい中でありますが、１９年度にその設計、つまり本事業の着手について予算化をお認めをいただいたということでございます。スケジュール的には、１９年度に実施設計、そして２１年度と２年にまたがるのではないかというようなことで教育委員会としての考えはあったわけでございますが、議員の所管の議会議員の委員会の方にも、そういった旨をお話を申し上げた経過もございますが、教育委員会としては、この２年にまたがってやるよりも、むしろ単年度でこの事業を終えた方がいいのではないかと、そのような教育委員会としては会議の方にもそのようなことでお話をしているわけでございますが、町財政当局の財政計画等々につきましては、教育委員会としてはお願いをする立場でありまして、それについて是非総務文教委員会の中でも温かいご理解をいただいたわけでありますので、そのように町当局の方にはお願いをしていきたいというふうに思っております。ただし、設置者としては設置者としてのお考えもあると思いますので、教育委員会としては１９、２０年度でお願いしたいと、このようなスケジュールを持っているところであります。
６番（平井光一君）　担当課と教育委員会の見解は、まさに正しい見解であります。いわゆる、これは設置者としての判断が、じゃ、ここでどうなるのかということであると思いますので、それは総括で聞くか聞かないか後ほど検討したいと思います。是非ともその単年度でできるようにお願いしたいし、ここで財政にお伺いしておきたいんですが、確かこういう耐震構造の場合は補助金が国の方からはほとんど、３０％でしたか、事業費の。その程度だと。そのほかは結局、一般財源並びに起債ということになろうかと思います。借金できないわけでもないでしょう。こういうときに正しく思い切って借金をしていただきたいんですよ。どうでしょう。今から心構えというものをお持ちかどうか、この機会に税務財政担当課長にお伺いするものであります。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　伊達崎小学校の建物の耐震関係でございますが、確かにこの部分につきましては財源を確保しながら工事関係をやらなくてはならないのかなというふうに思っております。起債関係の部分については、金額関係がちょっとまだはっきり分からない部分がありますので、そういう部分が分かった段階だと一般財源を含めた中で、あと検討はしていかなくてはならないのではないかというふうに思っております。
　以上であります。
６番（平井光一君）　最後に担当課に要望というか、せっかく大金を使って小学校の耐震工事をやると。しかし、今後においては伊達崎小もご多分に漏れず新しい住宅を建てることができず、児童が増える可能性は極めて少ないわけであります。そういったところに過剰な投資と、安全面からいって、これは過剰な投資と言えるのかどうか分かりませんが、結局小学校の運営のあり方という部分ですか、今後の部分で。小学校の施設であっても、法律上はちょっと私詳しくはございませんが、その運営を小学校の運営のみに使うものなのか、要するにお年寄りともふれあうような、いわゆる自立の部分の、あと子どもたちとふれあっていくという、それから逆に言えば、お年寄りが学校に来ていただいて小学生と給食を共にするという部分の運営の仕方とか、いろいろあろうかと思います。そういう部分もご検討を今後していただけるものかどうか、この機会にお伺いするものであります。
学校教育課長（鈴木研宗君）　お答えを申し上げるには少し役不足でありまして、教育長の方からお話をするのが筋の気はするわけでありますが、現実的なことから見ますと、伊達崎小学校、ただいま議員のお質しのように、伊達崎のみならず少子化の傾向が進む、更に人口が増える要素というのはなかなか困難なのかなというふうに思っております。ただ、この耐震については、やはり最低限という表現では不適切かもしれませんが、耐震の補強、一部改修等をするわけでありますが、学校教育のみならず、この耐震につきましては、福祉施設、児童、老人等々の福祉施設も同じ基準でありますので、それをやらないでおけば施設としては物置とか倉庫とか、そういうものの機能になってしまうわけでありますので、やはり耐震の補強等を行えば、その後空き教室とかも出てくる可能性もあります。それから、日曜日等の空いているところというようなことで、いろんな全国的な事例の中では宿泊型にしたり、それからデイサービス、生きがいのためのデイサービスとか、そういう一部供用をしながら有効的な施設を学校施設を使っていると、こういう事例もかなりありますし、都会などもそういうふうな方向にいっているとか、あと事務所に貸しているというようなところもあるようですが、そこまでは無理としても将来１０年、２０年というスパンでその改修後は利用するわけでありますので、そういったことも含めた長期的な教育及び福祉型とか、そういう施設の学校施設の運営についても検討していく必要が当然あるだろうと、そのように思っております。以上です。
６番（平井光一君）　給食センター施設運営費の件でお伺いするものでありますが、先般、地方新聞全国版でしたでしょうか、全国的に話題になりました給食費の未納ということで大きく報道されたときがございました。当町の場合においては、どのような状況になっておられるのか、この機会にお伺いするものであります。
学校教育課長（鈴木研宗君）　お答え申し上げます。
　給食費につきましては、全国的な中で大きな部分については、やはり負担能力があって納めないという保護者が増えてきているというのがこのようなマスコミ等も取り上げる状況になったのではないかなと思っております。つまり、生活困窮者の方々等々については、援助の費目といいますか、対象になっておりますので、そういった方々は１００％納めていただくことができるわけであります。本町におきましても、ここ２～３年の間で滞納、未納の世帯が複数といいますか、小中学校に出てきているのが実情でございます。毎年数万円でありますが、未納者が出てきておる。したがって、大体年間給食費等については４～５万ぐらいであったわけですから、お一人かお二人ぐらいだったわけですが、実はこの給食費につきましては、学校の方で一括して学校費の中から町の方に納めていただいていたわけですが、その中でやはり口座引き落としが若干できない世帯等がそのまま未納になってきているのが件数として増えつつあるという実情があります。そういう状況の中で、やはり対策等についてもきちっと対応していかなければならないのではないかなというふうに思っております。
６番（平井光一君）　よろしくお願いするものであります。
　次に移ります。国際交流推進事業ということで３００万なにがし、いわゆるこれは中学生を引き続き外国にふれあうというんですか、体験させるということで派遣とするものと思われるんでありますが、事業内容を詳しくご説明をお願いします。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　姉妹都市交流事業についてということでございますけれども、１９年度の事業にあたっては、中学生１０名程度、そして引率は団長含めて３名程度ということの編成で行いたいということで考えてございました。そして、時期的には当初夏休み期間中ということで予定をしてきたかったわけなんですが、あちらとのちょっと調整とかありまして、現在は９月のお彼岸の前後ということで計画をしたいというふうに思ってございました。この事業に関しましては、以前までは高校生も含めて団員を募集していたわけなんですけれども、今までの事業成果を見ますと全くなかったというわけではないんですが、町民であっても各高校の中から１人、２人くらいずつ応募いただいても、結局町の学校の中には何も残らない状況がありました。そういったことで醸芳中学校のブランドとしてある程度確立をしていければ、小学生高学年のこれからの目標にもなっていくのかなと。毎年実施していくことで、そういった目標にもなっていくのかなというふうに考えてございます。そのようなことで、今回連続して予算計上をさせていただいたところでございます。以上でございます。
６番（平井光一君）　次世代の世代というんですか、次の世代の方にこういう機会を与えるというのは大変賛成する立場なんでありますが、ただ、人数をもう少し増やすことができないものなのかということでお尋ねをしたわけでございます。中学生１０名程度、しかしながら、予算的に大きくして要望しても募集がないとなればこれは困りますが、聞くところによりますと、もう少し行きたかったという数名の中学生がいたという話をちょっと小耳に挟んだものでありますので、それと、３年生は受験生ということで対象外なんだかどうか分かりませんが、なるべく若い、部活とか何かもいろいろ事情はあるかと思いますが、やっぱり１、２、３年生、希望する側にそれぞれ機会を与えるという部分では今後考えていただきたいなと。だから、予算規模にしても補助額をちょっと中学生の場合少なくして、人数を増やしてみるということも不可能ではないという部分であります。併せて、いつも思うんですが、引率の方、職員大変ご苦労さまでございます。しかしながら、これも担当の職員ばかり行っているのでは、これもいかがなものかと。せっかく引率という形という部分と、もちろん職員も海外を体験するという部分で、姉妹都市交流の公務員としての自らを育成するという部分もあるのかなと。この部分も担当課のみじゃなく、職員に公募をするというのも１つの考えなのかなと。この提案について実現可能か不可能か、担当課の見解を求めておくものであります。
生涯学習課長（山木一芳君）　お答えを申し上げます。
　まず、中学生、派遣団員の人数についてでございますけれども、この人数につきましては、私どもとしても多く募集をして連れてまいりたいというふうには考えてございます。ただ、これも予算的なこともございました。それで、今回は一応１０名ということにさせてもらったわけなんですけれども、１８年度の予算編成にあたっては、当初３分の１の補助ということで計上させていただいたところだったんですが、事業内容の変更をしまして東海岸への訪問とか、そういったことは考えないでエリザベスタウン内部での交流を主体として考えるということで、事業費をグッと圧縮しまして個人負担も提言しながら事業費全体を提言してまいりました。そのようなことで、中学生に限定させてもらったこともあったのか、今までとは違いまして今回はだいぶ応募が多うございました。そういったことで、選考させていただいたということになります。連れて行けなかった子どもたちに対しては大変申し訳ないなというふうに思いますが、これも毎年度実施していくことで極力多くの子どもたちを連れて行ければいいのかなというふうに思ってございますので、理解といただきたいと思います。
　なお、引率の件でございますけれども、この件に関しましては議員お質しのとおりというふうに私どもでも考えてございます。担当課のみの引率ということではなくて、庁内的なローテーションを組んでいきたいというふうに町長とは話しておりまして、そのようなものを私ちょっと作っておりました。公募ということではなくて、もう職命で年度ごとにそれぞれ職員の方々の意識も深めていかなければというふうに思ってございました。以上です。
１２番（齋藤松夫君）　私、２つだけ伺います。
　１つは、起債残高に関係しまして、もう１つは、先ほどの道の駅についてです。今年度は町債発行１億７,４００万円、起債の発行は財源対策債だけということになっているようでございます。それで結論を申し上げますが、起債残高調書がありますけれども、１９年度末現在高見込額が４７億７６万６,０００円でございますが、今後の見通しとして２０年度、２１年度ずうっと当局では持っておられると思うのでございます。そうした中で、当面３年間が非常に財政逼迫するということのようでありますから、それを我々議会と当局と情報の共有が必要ではなかろうかと思います。是非１０年分ぐらいはお出しいただけないかなと思いますが、いかがでしょうか。内訳は、大体これと少なくとも同じような形でですね、いかがでしょうか。資料はどう行った形でもそちらにお任せしますから、どういった形で提出するのがよろしいかは。情報の共有ということができませんかということを言っているわけです。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　今でなければ資料関係は出せるんですけれども、今の見通しとしては２３年まで、大体ここ５年間の推計はしておりました。１０年間はちょっとまだ作ってなかったものですから、後でお出ししたいと思います。
１２番（齋藤松夫君）　道の駅の件ですが、今度機構が変わりまして、これはどちらでこれを担当することになりますか。どの課で、新しい課で。
政策情報課長（小竹勝利君）　お答えいたします。
　窓口については、現在政策情報課で行っているとおりでありますので、１９年度、先ほど機構改革、一部改変、企画環境課という新しい名称に今度なるわけですが、そこでやはり窓口的存在といいますか、まとめ役といいますか、そういった意味では実施母体となっていくんだろうというふうに考えています。ただ、当然いろんな併設する内容によりまして関係課とも協議しながらということになっていくんだろうというふうに思います。以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　道の駅設置問題がこれまで総務グループで進めてきたということ自体がいかがなものかなというふうにも振り返って考えます。ただ、政策情報課と、政策立案の部門、そういうセクションだからということになれば、そういう新しいテーマについて政策情報課でやるというのは、これ十分に考えられるわけであります。しかし、これだけの町でありますから、これだけの機構でありますから、そういう点からすれば、せっかく存在しておりました事業課あたりで大いに自らの課題としてこの問題に取り組むというのが本来の姿だったのではないかなと考えるところであります。それが今度また企画環境課でいくというふうになる、今度はそういうグループは存在しなくなるということになるわけでありますから、この新しいテーマもうまく検討が進むのかどうか心配があるというところでございます。
　そこで、質問はこれからなんですが、検討委員会の予算計上というのは私はちょっと早いんじゃないかと思うんですよ。さっきも出ましたけれども。検討委員会に進む前に桑折の内部でね、当局内部でこの問題をもっと詰めた検討が必要なんではないかと。そして、たくさんのお金を使うことはできませんが、それこそこういうときこそコンサルを使うべきなんですよ。道の駅なんかのアドバイスをやっているコンサルはいくらでもあるわけですから、そして、そのコンサルを使って関連する情報を全部町当局自らが集めて、それを基に検討すると、こういう仕事の仕方が必要ではないか。そして、検討委員になってもらって検討すべき段階は、正にその検討すべき事項が抽出された、そういう段階でやらないと、なんとなくものすごい幅の広い議論になってしまって結論が出なくなってしまうのではないかなあと、こう思うところでございます。これは意見です。
　それで問題は、福島蚕糸跡地をどうするかということで方向性が出ていない中で、なおのことこの道の駅という、これは国土交通省と一体型の施設となったとしても桑折町の財政負担は相当多額なものになるのはこれは間違いないんですよね。だから、その点でも検討委員会を５月あたりからスタートさせるというのも、ちょっと無理なのではないかと思うのでありますが、いかがでしょうか。５月までというと、あと６０日かその辺ですよね。６０日足らずですからね。率直なところはいかがでしょう。今度課が変わりますからね、どういうふうになるか分かりませんけれども、担当が、はい。
政策情報課長（小竹勝利君）　お答えいたします。
　議員ご指摘のとおり、いろいろ道の駅設置に向けてはさまざまな問題が出てくるだろうと思います。当然いちばん今お話あったように財政的な問題、構想としてまとめても実質的に裏付ける財政的なものがなければ、また事業的には前へ進まないという結果になってしまいます。また一方、地域振興の観点から見れば、道の駅のあり方については当然国交省でもいっています地域連携、そういったものが重要ですと、機能させるべきだということであります。当然町としても地域振興において十分活用していきたい、それが本来のねらいかなというふうに思います。そうしたときに、実際今は地域振興とは何かといえば、皆さんも頭に描くのはやはり直売所的な、そういう町のいろんな産物といいますか、そういったものを販売しながら地域活性化につなげていくというのがいちばん大きいねらいになっていくんだろうと思いますが、いかんせん、ＪＡさんの方でも直売所、ファーマーズマーケットの構想があり、同時に桑折町には農業協同組合組織が２つの母体があるというふうなこともありますし、また、商工会サイドさんにおいても今後いろいろそれをまとめていくうえでも苦労が出てくると。管理運営をどうしていくかという、そういった問題もいろいろ出てくるんだろうと思います。したがって、そういうふうなさまざまな問題があるということは私どもも承知しております。そこにおいて５月結成ということは、これまた早いんではないかというお質しもございます。確かにその点も実は心配もしておりますが、ただ、やはり前へ進みながらいろいろ試行錯誤、考えを加えながらいっていかなくちゃ、先ほども申したように、事、時期刻々と情勢が変わっております。そういったものに対応する内容にしていきたいなというふうに思っているのがいちばんのところであります。
　以上であります。
１２番（齋藤松夫君）　でありますので、この問題については、まず内部での検討が先行すべきだと、必要ならコンサルを導入するということも含めて検討すべきだというふうに私は思うわけであります。同時にその検討は、福島蚕糸の跡地という４号線に接近したところにあれだけの空間を我々は持っているわけでありますから、それも併せて検討するということ、更には財政面からも検討するということ、これを一体としてやっていくことが大事なのではないかと。実はそういう方向に政策情報課にそれこそリードしていただく、こういうことが必要だったのではないか。それが政策情報課の存在するゆえんではないかなと、こう思うところであります。新年度になりますと新しい機構で、どういうふうに動いていくか分かりませんが、ひとつその道の駅は道の駅、蚕糸は蚕糸というふうな、そういうことで検討を進めると。あるいは蚕糸の方は蚕糸の方で町民の皆さんからの何人かを集まってもらって組織を作る、いや、道の駅は道の駅でどういうふうに検討委員会を作るというふうなことの前に、内部での検討をしっかりとやっていただきたいということを申し上げて、あと質問は終わります。
１番（原　賢志君）　学校教育課に２点お伺いをいたします。
　１点は、１７５ページ、子育て支援事業について。２点目が、教育振興費及び管理費についてお伺いをいたします。
　まず、１点目の子育て支援事業費ですが、総額で１,８７２万３,０００円ということで前年に比較しまして約１７０万の減ということで、内訳的には大きく占めるのが共済費と賃金ということですので、今回その減になった内容というんですか、人数的な、あるいは職員と同じような減額という形なのかをお教えいただきたいと思います。
学校教育課長（鈴木研宗君）　お答えを申し上げます。
　子育て支援、これは幼稚園児の預かり保育約１００名、それから、児童館を除いた睦合、伊達崎、半田の小学校の放課後の子どもさん約５０名ということで１５０名を福祉サイドを除いた子育て支援ということで教育委員会所管でやっております。この部分につきましてもと申しますか、削減になっております。大半が人件費に伴う部分の削減でありますので、若干のパートさん方の時間の縮減ですね。パート等の部分については時間単価は下がっておりません。ただ、嘱託の方々については、財政担当の方から申し上げていただいた方が適切なのかなとは思うわけでありますが、その嘱託賃金等についても削減がされておりますので、そういう数字になっているのだろうと、そのように思いますので、人事の、それにあたる職員の方々のお願いはこちらの方で体制づくりは行っているわけですが、そこでのお支払いをいただく嘱託の方の賃金につきましては、どのような数字になっているのかは財政担当の課長さんにお答えをいただいた方がよろしいかと思います。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　今回の予算編成の中では、人件費等合わせまして物件費関係の部分についての減額のお願いをしているところであります。その中で賃金関係、物件費ということですので、その中での５％削減というような形でお願いをしております。その中で嘱託の部分については、月の給料のほかに手当の方での部分が３か月ほどあるわけですけれども、その部分の１か月分を５％相当額ということで削減させていただいております。
　以上でございます。
１番（原　賢志君）　今お話あったように、嘱託職員の方は１５か月を１２か月で割って月の給料というような形に払うというふうに思っていたんですが、そうでなくて、ボーナスとして別に３か月をやっていた。町の職員の方と同じように、賞与の部分に関して減額をしたというようなことでよろしいでしょうか。そこをもう一度確認させてください。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　嘱託職員の方については、手当ということで夏１か月、冬２か月ということで、３か月の手当という形で支給をしておりました。その部分について、３か月から２か月ということで平成１９年度についてはお願いするということでお願いしたところであります。以上であります。
１番（原　賢志君）　３か月を２か月、パーセンテージにするとすごく職員の方に大きいような気はするんですが、実際のところちょっとあれですが、子どもたちがふれあっている中で先生に対して安心して仲良くなっていくというようなところで、その賃金がどれぐらいが妥当かというようなところはなかなか難しいとは思いますが、有能な方をできるだけ地域のそうした子どもの預かり等でですか、子育て支援というようなところで確保していくことを考えると、そうした嘱託職員に対する賃金のところもある程度は考えてあげなければいけないのではないかなと思いますが、その辺についてはいかがお考えでしょうか。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　この賃金の件については、予算の最終的な決定をする前に伊達市とか国見とか近隣町をある程度調べさせていただきました。そういう中で、近隣町と大幅に変わらないという、近隣町と大体同じような形になるような形での削減ということで削減した結果がこういうような形になっております。５％というのは全体の部分での５％ということで、算定しますと大体１か月分になるということでございます。
　以上でございます。
１番（原　賢志君）　では、２つ目ですが、小学校の教育振興費並びに管理費に該当すると思いますが、小学校の教育振興費に関しては、ほぼ前年同様というようなことでご説明があったようですが、各幼稚園、小学校、中学校から町並びに教育委員会に出されております教育予算に関する要望書等が年末に出されているかと思いますが、新年度の予算編成にあたって、こうした要望を踏まえながら基本的な考え方というんですかね、取り組み方に関して、お聞かせ願いたいと思います。
学校教育課長（鈴木研宗君）　お答えを申し上げます。
　例年、ＰＴＡ連絡協議会の代表の方々が町長と、それから教育長の方にそれぞれの幼稚園、小学校、中学校のいろんな予算の必要な教育充実のために陳情に１０数名でお越しいただいているわけでありまして、福祉団体の方々もお見えになるように聞いておりますが、教育関係でこのように大勢の方々で予算要求に長年来ているということにつきましては、大変ご苦労さまであります。しかし、なかなか思うようにその要求が実現されていないということは、当然ＰＴＡの方々も毎年毎年反省をして総括をしていらっしゃるのかというふうに思っておりますが、その予算につきましては、教育委員会の部分につきましては施設の修繕改築、当然教育施設、それから備品関係ですね、教材、教具等々の要望が主でございます。それらにつきましては、それらを受けて教育長に十分理解をしていただいて、各学校、幼稚園の方からも予算の要求が上がってきておりますので、極力必要なものばかりであろうと思いますので、予算の要求はしてきていたわけでございます。ただ、必ずしもそれがすべて満たされるものでないことは十分ご理解いただいているかとは思います。そのほかにあと教育委員会以外の通学の道路でありますとかカーブミラーとかガードの問題とか、そういう多岐にわたっているようでございますので、そちらの方については当然、長部局の方でそれぞれ対応なさっていただけるのであろうと、そのように思っております。１９年度については大変厳しい状況はご理解いただけるかと思いますが、特に教育振興の部分については教材教務等でありますので、極力財政当局の方にお願いをして、削減の幅を極力少なくしていただいておるところであります。ただ、施設の設備、修繕、維持管理等々につきましては、やはり緊急性のあるものについての優先的な箇所付けをさせていただいておりますので、それ以外に大きな要求の部分についてはかなり厳しい状況が今年度の予算であろうと、そのように思っております。以上でございます。
１番（原　賢志君）　厳しい財政の中で、要望等をできるだけ取り入れていただくというようなことでご配慮いただいているようで大変うれしく思います。町連Ｐの方も今までのようなお話のあった団体でといいますか、まとまって要望するのは町財政を考えると、そういった形ではない方がいいのではないかというような話も出ておりますので、今後も今お話のあったような対応を是非引き続きお願いしたいと思います。
　終わります。
１７番（奥山敏夫君）　私は、１２ページのいわゆる固定資産税、町民税関係、いわゆる税務財政課関係と、もう１つは、これは簡単だと思うんですが、私ちょっと分からないもんですからお尋ねをするんですが、８９ページ関係の政策情報課関係で伺います。
　まず、１２ページの固定資産税、町民税関係についてお尋ねいたしますが、桑折町の中心市街地においては、現在空き家が非常に多くなっております。それで、空き家の件数とか建物がない土地もありますが、そういう土地の面積とか、あるいは建物の面積、そういうものをどういうふうにとらえておるのか。そして、また減免措置などはあるのかどうか、おそらくないんじゃないかと思うんですが、大変税金で困っておりますので、減免措置などは将来考えるのかどうかお尋ねいたします。
税務財政課長（佐藤敏博君）　固定資産税の建物の関係ということでございますが、空き家の件数につきましては税務財政課の方は申し訳ありませんが、つかんでおりません。
　それから、あと減免ということでありますが、空き家だからということで減免ということはちょっとできませんので、今のところそういう考えは持っておりません。
　以上でございます。
１７番（奥山敏夫君）　税務課ですからして、税金を吸い上げるんですからして、やはり何軒ぐらい空き家で人が住んでいないか、あるいは全然家も建ってない、建物も建ってない土地だけのものも町内にはあります。何件くらいで、どのくらい、いわゆる全然建物のないものがあるのか、そのくらいはつかんでおかなくては信頼して税金を納めるというようなことには、いささか疑問を感じますが、それを押さえる気はないのか、調べる気はないのかお尋ねいたします。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　税務財政課の部分としては、ここまで調査をしなくてはならないのかどうかなというふうには思いますが、手段として空き家関係の部分についてつかめるのであればと思いますけれども、ちょっとこの点については難しいのではないかと思います。なお、どういう方法があるかにつきましては、課内でちょっと検討はしてみたいと思います。
　以上でございます。
１７番（奥山敏夫君）　やはり各課の連絡調整というものは非常に重要だと思いますが、何か税金だけ取って人ごとのように調べてないというのでは、信頼された税行政にはならないと思います。やはりしっかりと空き店舗、あるいは空地、前に建物が建っておってなくなったというようなところをしっかりつかんで、できれば減免措置なども考えながらやるという、その税行政をやってもらいたいと思いますが、町長の分になるかもしれませんが、やはり全然データをつかんでいないというのは、私は税を納めているものとして情けないと思っております。じゃ、税金を納める場合に、いくらの面積か分からないまま税がきているのでは、これはおかしいです。やはり税は査定してちゃんとよこすんでしょうから、その査定する税務課がつかんでいないんでは、これは全く住民無視ということになるんじゃないかと思うんですが、いかがでしょうか。
税務財政課長（佐藤敏博君）　お答えいたします。
　今、奥山議員の方から建物の面積とか、そういう部分をつかんでいないのかというちょっとお話かと思いますが、課税する場合につきましては、面積とか、それから評価とか、それぞれ行います。ですから、この方がどういう建物を持っていて、どういう面積で、そういう部分については全部すべて把握した中で課税をしております。ただ、その建物に人が入っているかどうかという部分までにつきましては、税務財政課の方ではつかんでいないと、そういうことでございますので、ご理解いただきたいと思います。
１７番（奥山敏夫君）　（前段不明）それから、あとは簡単だと思うんですけれども、８９ページのいちばん上の方の助成行政費というのがついているんですが、ごくわずかですけれども、これはどういう目的のためにここがあるのか、お尋ねいたします。
政策情報課長（小竹勝利君）　お答えいたします。
　ここの助成行政費といいますものは、こおり男女共同参画プラン２１、これからの社会、男女共生の社会をめざしております。そういったものを桑折町のプランとして作成しておりますけれども、それらを推進すべく予算執行の内容のものであります。
　以上であります。
１７番（奥山敏夫君）　女性を尊重するのは私は非常に良いと思うんですが、この男性と女性をこういうふうに区別していいのかどうか、その辺についてお尋ね申し上げます。
政策情報課長（小竹勝利君）　お答えいたします。
　この内容については、大変歴史的も深く掘り下げいかなくちゃならない。まして慣習と言われるものが現在合っているのかという視点だろうと思います。これは、ですから大きくとらえて社会的なニーズだととらえております。以上であります。
議長（高橋宣博君）　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって総務文教常任委員会所管関係の質疑を終わります。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎会議時間延長の議決
議長（高橋宣博君）　ここで会議時間を延長いたしたいと思います。
　お諮りいたします。
　本日の会議時間は議事の都合により、あらかじめ延長したいと思います。これにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって、本日の会議時間を延長することに決定いたしました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休議
議長（高橋宣博君）　暫時休議いたします。
（午後　４時２５分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎再開
議長（高橋宣博君）　休憩前に引き続き会議を再開いたします。

（午後　４時４５分）
                    ◇                    ◇                    ◇
議長（高橋宣博君）　これより福祉厚生常任委員会所管関係の質疑を行います。
５番（田中忠治郎君）　町民生活課関係についてお質ししますが、その中で１２９ページ、主要概要書の中からでありますが、不法投棄廃棄物の処理関係でお尋ねいたします。
　実は、昨年の９月の末ころだったと思いますが、新聞で半田山に不法投棄というようなことで新聞に出た記憶がありますが、その中で、このゴミは県と町、廃材飛散性によるアスベストが含まれている可能性というようなことでありましたが、そして、その後いろいろなブルーシートなどで廃棄物を覆ったというようなことで、まだ現場に立ち入り禁止だというようなことも出ておりましたが、その後の調査では、これはアスベストではないというようなことで普通のゴミだったというようなことも分かったわけでありますが、このゴミはその後どのような方法で処理されたのかをお尋ねをいたします。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答え申し上げます。
　半田山の不法投棄の件につきましては、財産区の管理している施設というか土地ということで、産業振興課で取り扱っております。それにつきましては、廃棄物の処理業者に見積もりをお願いして、その処分を行っておるというふうに伺っております。直接は産業振興課で担当してアスベストは含まれていなかったという結果が出ております。以上であります。
１番（原　賢志君）　町民生活課に１点お伺いをいたします。
　交通安全施設工事費カーブミラー等の部分でありますが、先ほども総務文教の方でお聞きをしたわけですが、町の各小中学校から要望書というようなことで、交通安全施設というようなことで要望書が出ておりまして、カーブミラーの新設等も何件かあるようでございますが、新年度の予算を計上する際に各町内会等からの要望ともダブる部分もあろうかと思いますが、こうした小中学生の安全確保の意味での要望に関しては今回どのように反映されているかお聞きいたします。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答え申し上げます。
　カーブミラー等の交通安全施設の要望につきましては、小学校ＰＴＡ関係、それから町内会、交通安全団体といろいろな皆さんからの要望をまとめて受け付けをいたしております。そこの中で特に交通安全施設につきましては、警察署、それから交通安全団体の皆さんといっしょに防犯診断を行って、危険度の高いというふうに認定した場所から優先的に取り付け、ガードレール等、それから区画線等も含めまして建設課の方にお願いをして工事をしていただいているという状況でございまして、その総体的に要望全体として出た中から道路診断等を行ってやっておりますので、ＰＴＡ優先でやるとかということではなく処理しております。以上であります。
１番（原　賢志君）　１８年度においても町内会からの要望の箇所の診断の際に、ＰＴＡからの要望のあったカーブミラー設置要望書も併せて診断をして、その小学校の要望に関しては設置というような方向になったようには聞いておりますが、１９年度へ向けての要望の際に、既にこうした設置要望場所に関しては明確になっているというようなところで、予算編成の際に事前に把握をしながら優先順位、あるいは必要性等は既に検討され予算の積み上げとなっているものか、お伺いいたしたいと思います。
　また、併せて、明確に既に出ているものに関しては、逆に事前に現場等を視察するなりして、その後に町内会等各種団体からの他団体からの要望も踏まえて検討し、予算も積み上げていくべきではないかと思いますが、いかがなものでしょう。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答えを申し上げます。
　１９年度の予算枠につきましては、要望箇所は多数出ておるわけでございますが、財政的な問題もありまして、おおむね２００万枠を毎年いただいております。その中で最大限、投資効果も含めながら道路診断等含めて、できるだけ多くの要望に応えられるよう実施しておりますので、積み上げて予算を要望するということではなく、おおむね自動車の取得税交付金というんですか、交通安全対策特別交付金という枠であるわけなんですけれども、その中の範囲に若干上積みして工事費を予算化いただいているという状況でございますので、その範囲でやっていると。それで、今までですと毎年新たに要望箇所出して１年ごとにやっていたわけでございますが、今後１９年度以降につきましては、今まで要望出されている部分もきちっとまな板に上げておきまして、新たに追加要望出てきた分を含めて、また道路診断をやり直しをしながら適正な場所に取り付け設置をしてまいりたいというふうに考えております。
１番（原　賢志君）　限られた予算内で、できるだけ多くの要望に応えていくというようなことになろうかと思いますが、生徒児童の安全確保のためにカーブミラー、あるいは防犯灯、防犯灯においては半田地区などは１戸１灯運動などで優秀賞なども地区的には受賞もされているようですし、子どもたちの安全のために是非とも決められた、限られた予算の中で計画的にですか、設置等を検討していただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。以上です。
６番（平井光一君）　町民生活課に１２１ページの伝染病予防事業費、狂犬病予防事業費について。あとはもう１点は、福祉介護課の社会福祉協議会補助金について。２点をお伺いするものであります。そして、保育所の事業について３点ですね、よろしくお願いします。
　まず１点目、狂犬病予防という観点からちょっとお伺いをするものでありますが、ペットの需要がかなり多く、室内犬ということでかなり多く飼われているようであります。しかしながら、実際は本当に登録をされているものかいないものなのか、ここら辺の実態というものがどのようになっているのでありましょうか。担当課としての見解をまず所見というか、実態はどのように見ておられるのかという部分でお尋ねをするものであります。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答えいたします。
　畜犬の登録状況でございますが、約桑折町には８００数十頭の犬の登録がなされております。ただ、室内犬を飼っている方については、人に危害を加えないというようなことで、若干登録されていない方もあるようでございまして、担当としては大体８割から９割は登録されているというふうに見ておりますが、若干家の中で飼っている方については登録してないような状況もあるようでございますが、町といたしましては、できるだけ登録をきちっとやっていただくようにチラシ等、広報等でお願いをして予防接種というんですか、狂犬病の予防接種の際にも呼びかけておるところでございますが、１００％にはいってない状況もあるということでとらえております。
６番（平井光一君）　この狂犬病という病気は大変恐ろしい病気で、死亡率１００％と、入札と同様１００％のようでございますので、こういう部分では大変危険なものと思っております。こういう感じでは、やはり室内犬という部分で担当課としても一定の部分心配をされているようでございますので、広報のあり方という部分も含めてご検討をいただきたいと思います。ご検討内容については、来年度お伺いするものであります。
　次に、移ります。社会福祉協議会の補助金４００万なにがし、昨年よりかなり補助金を減額されたようでございます。この減額の根拠という部分は、町の担当課としてはどのようにお考えでこの金額が出たものなのか。また、今後この社協に対する町としての補助のあり方というものをどのようにお考えになっているのか、お伺いするものであります。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えをいたします。
　この減額の根拠ですけれども、社会福祉協議会からの町への要望額は１９年度につきましては９４７万９,０００円でございました。査定の段階で現在の金額になったわけでございますが、社会福祉協議会につきましては、福祉事業のほかに介護保険事業も運営をしております。介護保険事業の方の今までの積立金が相当程度ございますので、社会福祉法人社会福祉協議会は営利団体ではございませんので、そういう剰余金がある部分については町の財政もこのように大変厳しい状況であるので協力をお願いしたいということで申し上げて、この４３４万２,０００円の中身につきましては、福祉活動専門員の人件費の部分と福祉バス運行事業費の部分を合計したものでございます。なお、福祉バスにつきましては、行政の方でも相当部分利用しておりますので、この部分については削減はしなかったというような中身になっております。以上です。
６番（平井光一君）　その社協に一定の積み立てというか余剰金があるということでございます。しかし、いわゆる介護保険事業もおやりになって、その収入があると。今後はサービス諸費用、収入がだんだん減になってくるのは十分わかっておりますよね。社協においても同じサービスの人数を受け入れたとしても、おのずと収入は減っていくということは今後においては予期されるわけであります。その部分まではご心配をされないのかなと。じゃ、社協も余剰金、食いつぶすなりということで一定の運営をし、もうこれ以上運営がきつくなったと、そのときは増額できるものなのか、そういう解釈なんです、私は。ただ、営利団体でない部分も十分承知をしておりますが、その中で介護保険事業を委託をした経過がありますね、町の方で。過去の経過と経緯、今後の運営のあり方とか、そういう部分まで町としては委託した側として当然一定の責任があるものと私は思うんです。そういう部分で、ただ単に剰余金があると、余剰金があるので補助金を半額に、いわゆる社協に対する全体の補助金はゼロという解釈でよろしいんでしょうか。結局、職員の手当の部分と社協の福祉バスの運営補助ということの解釈でございますので、だからそういう考え方で、ちょっと自治体がそういうことでよろしいものなのかどうか、いまいち理解に苦しむんでありますが、もう少し担当課としてはうまく説明できないものか、いわゆる社協に対する配慮も含めて、町の運営も厳しいのでということでご理解をいただいたという部分の若干の経過説明があってしかるべきものと私は思っておりますので、再度答弁を求めるものであります。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えをいたします。
　確かに介護サービスの部分で収入がだんだん少なくなってくるという部分がある、今年度につきましてはあるのは事実でございます。この削減をお願いする部分につきましては、ここ２～３年というようなことでお願いはしております。当然、社会福祉協議会が運営できなくなるような場合については、当然町の方で責任を持って補助していかなければならないんではないかと、このように担当課としては考えているところでございます。以上です。
６番（平井光一君）　是非とも一定の配慮というものをお願いするものであります。
　次に移ります。主要事業説明書の方からお伺いするものでありますが、一応来年度１０５名の入所者があると。この職員人件費６,９００万なにがしの部分で、今後の運営について、結局職員の人件費がおおかた嵩むと。ほとんどがね。あと施設管理運営費で１億２,０００万程度の金額になってしまうわけでありまして、これも公設民営とかいう部分の移行をお考えになっているものなのか、将来的にですよ。そういう検討もしているものなのかどうか、担当課にお伺いするものであります。
保育所長（松原昭義君）　お答えいたします。
　保育所事業でございますが、今のお話のとおり保育士さんは子どもさんの命を預かるということで、ほとんど人件費、職員人件費と保育運営管理費の賃金、あとは賄い材料で９０％を超す予算編成でございます。そういうようなことで、今までですと本年度の申し込みにつきましても１月１５日まで申し込みを承ったというようなことで、昨年度よりも入所者が少なくなっているという部分はあります。去年は９１名でしたか、本年は今のところで７９名というようなことできております。そういう中で４歳児、５歳児、昨年は１名４歳児、５歳児については１名、障がい児だったんですけれども、お預かりをしていたということでございます。本年度の、１９年度の申し込み状況では、４歳児、５歳児は申込者はおりません。そういうようなことで、逆に０歳児、１歳児が多いので、やはり国の基準でいう３歳児、６歳児の基準の保育士が必要になるというような状況になっております。それから、いつも全体的に減っているというようなことで、現在のところ今の途中入所も２０名くらい見込んでおります。今までの実績からいえば。そうすれば、嘱託職員数も若干減になるというような今とらえ、考え方をしております。
　また、今そういう話の中で、保育所の指定管理者民間委託ということでございますが、本年度は子育て支援もつくりまして、幼保一元化に向けて検討していくというふうに今１９年度進んでいくということでございます。そういうようなことで、いろいろと保育所と、あと教育委員会の方と十分協議をして進んでいかなくちゃならないんでないかというふうに考えております。
６番（平井光一君）　やみくもに経費が高いとかいう部分を節約をしろと言っている部分ではないんです。現場で働く方、かなり０歳児からのお預かりということで緊張もなされ、人命という部分も含め、精神的にかなりお疲れになるんではなかろうかと推察をしておるものであります。そういった中で、正職員はともかくとして嘱託、臨時、パートの部分の方々が、いわゆる毎日お預かりしているお子さんであれば性格なり何でも存じ上げていると。しかしながら、それが担当が同じくいくならいいんですが、別な担当にたまたま回されて、そっちの方をお預かりするのかどうか、その職場の状況の実態を私は知りたかったんですよ。要するに、正職員の担当はここにあると、その正職員がお休みになったときにパートさんが入るとかいう部分なのかと思います。そういう部分の配置、担当する部分、お子さんを、これがどういう状況にあるのか。結局私が、例えば正職員が２名とか３名がお子様の都合で休むと、公休をとるとか並びにそういった場合の補充という部分には臨時、パートの方がお勤めになると。そういうのを繰り返しなさるんでしょうけれども、その担当するお子様はすべていつも同じ方を担当するようになるのかな、この職員が。そういう部分の配置がされているものなのかどうか、この点をお伺いするものであります。
保育所長（松原昭義君）　お答えいたします。
　そういう中で保育所の場合は、０歳から年齢児において現在６クラスをもって対応しております。下の年齢の若い順というんですか、０歳児、産休明けから１歳児、２歳児、３歳児というようなことでクラス分けをしております。そういうようなことで、国の基準に基づいて０歳児ならば３名というようなことで９名とかそういう、あと１歳、２歳児になると６名になります。そういうようなことで人数割りをしていきまして、６クラスをもってそこに正職員を配置しております。それに、あとは嘱託職員につきましても有資格者というようなことで、保育士を持っている方に全員入っていただいているということで、３人ないし２人、３人というようなことで、常時監視保育をしているというようなことで、部屋から職員とか嘱託職員がいなくなるというようなことはございません。
　それから、勤務状態につきましては、朝の７時半から夜の７時までというようなことで１１時間３０分お預かりしているということでございますので、職員のローテーションを組んで、早番、中早、遅番というようなことでローテーションを組んで対応していくと。あと職員、また嘱託職員が有休とか、あとは土曜日出てきた代替指定休とる場合には、パート等で対応して子どもさんの安全を期しているというようなことでございます。
６番（平井光一君）　ですから、６クラス分けていて、結局ほかのクラスに担当になるということはないのかという部分を聞きたかったわけです。結局、お預かりしたことのない担当にたまたまパート要員としてはここに入ってくださいということがあるのかないのかという部分です。なぜこれを聞くかというのは、これ最後ですので、その職員も大変現場、小さい子どもをお預かりするというのは大変苦労されているというのは分かるんです。併せて今度、子どもの方もちょっとわがまますぎるのかという部分が見え隠れするというか、親はやっぱり我が子がかわいいですから、苦情は預かりしている職員並びにパートの職員が対応が悪いんではなかろうかというやりとりが若干ちょっと小耳に挟んだものでありますから、現場で苦労されながら、なぜこのような文句が出てくるのかという部分がありましたので、この機会にちょっとお伺いをしたかったわけです。ですから、あくまでもそのクラスが十分理解をして担当すると、もちろん保育所長としては十分にこの職員であれば、パート職員であっても十分このお子様方を初体験でもない、何回も面倒見ているので性格まで熟知されてのという部分でちゃんとクラス替えをし配置をしているのかという部分の確認でございますので、よろしくご答弁のほどをお願いするものであります。
保育所長（松原昭義君）　お答えいたします。
　クラスの編制につきましては、毎年度当初クラス編制をしまして、先生方については年間を固定をしていると。逆に子どもさんとか大きくなって、あと途中入所とかが多い場合については組み替えというようなことで、保護者の理解をいただいてお預かりしていると。あとは先ほどもお話ししたとおり、１１時間３０分というようなことで３時３０分からは居残りというふうになります。そういうふうなことで、たまに合同というふうに、３時３０分には半分かな、あとは５時になると２クラス、あと５時半過ぎて１クラスということで混合になります。混合になった場合も、毎日パートの方ですね、以上です。
１１番（相原京子君）　私は、町民生活課に消防団運営費の関係をお伺いします。それから、健康ほけん課には、保健事業の中の新規であります特定健康診査実施計画策定委託、それから、次に福祉介護課にお聞きしたいのは、老人福祉事業費高齢者世帯に対する福祉タクシー券助成事業です。それから、福祉介護課にお尋ねする児童館管理運営費の点です。最後ですが、福祉介護課に、介護予防一般高齢者施策事業で新規で入っております介護予防学習会等講師謝礼の件でお伺いをいたします。
　まず、最初の町民生活課にお伺いしたいのが、消防団運営費の件です。消防団運営費このように計上されておりまして、定員に対してはどのような状況か、まずそこをお伺いいたします。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答えを申し上げます。
　桑折町消防団の定数は３９０となっておりますが、現時点では約３６０名の充足率になっております。
１１番（相原京子君）　なかなか定員いっぱいにするには容易でない原因はいろいろあるとは思うんですけれど、皆さんお勤めですから、町内にお勤めになっている方又は町外にお勤めになっている方、こういう方が本当に自分の仕事を投げ打ってまでいろいろご努力されているんだと思います。そういうときに、消防団に入っている方を雇っていらっしゃる雇い主に対して、何らかの配慮というものを考えたことがあるかどうかをお伺いするものです。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答え申し上げます。
　サラリーマンというんですか、お勤めしながらの消防団員もかなり多くなっております。日中の初動操作ですか、それについては若干いろいろな問題点ある場合もあるんですが、ほとんど今桑折町内の火災に対しては現時点ではなんとか対応していただいております。企業等の理解も非常に重要でございますので、平成１１年の大水害あった以降、機会をとらえて企業の方には消防団員として町のためにやっていただく方についてはよろしく配慮を願いたいということで、それぞれ毎年文書等を町長名で出しております。そういうことで、企業の方に呼びかけをして行っております。ただ、若干でございますが、企業の方には届けないで消防に入っているという方もありますので、それはあくまでも本人と相談をしながら文書等を出すというような状況も若干あるようでございますが、おおむね企業の方に文書等で町長名で出して理解をいただいておるという状況でございます。
１１番（相原京子君）　ただいま担当課からご説明いただいたように、届けずに入っている方もいらっしゃる。つまり企業、会社に迷惑をかけたくないという、こういう考え方からかなというふうに思いますが、町として文書でお願いというだけではなく、もう少し何か心あるお願いの仕方というのもあるんではないか。例えば長野県ですと、そういう企業に対して若干税の減免などというのがあるそうですね。私、昨日初めて聞いたんですけど、そういうのを担当課としてはきっとご存じのはずと思いますので、そういう検討はなされたことはあるかどうかをお伺いいたします。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答え申し上げます。
　消防団員の減免制度につきましては、桑折町内の企業に限らず、３００数十名の方の広範囲にお勤めされておりますので、非常に難しいものがあろうかなというふうに思っておりまして、そういう情報については承知しておりませんでした。今後についても調査はしてみたいと思いますが、減免は難しいのかなという思いでおります。
　以上であります。
１１番（相原京子君）　次にお伺いするのは、健康ほけん課にお伺いをいたします。
　保健事業の中で新規であります特定健康診査実施計画策定の委託費でありますが、２０年の４月から必要となるための計画策定ということでした。内容をもう少し詳しくご説明願いたいのと、成果品、委託先にお願いして成果品がいつ頃上がるのかをお伺いいたします。
健康ほけん課長（石幡正則君）　この件につきましては、特別会計なものですから後で答えたいと思うんですけど、一応関連もありますので答えていきたいと思います。
　一応、特定健康診査の実施計画書の策定につきましては、医療保険制度の改正に伴いまして国保の保険者、健康保健、そういう保険を扱っているわけなんですけど、その国保の保険者の責務として被保険者の健診又は保健事業を実施するのにその計画書を策定するものでございます。それで内容につきましては、平成２０年４月から、その見合った健診又は保健事業を実施するための計画書でありまして、その事業実施方法の検討又は個人情報対策、特定健診等実施計画の策定ということで、年度を区切ってそれぞれ目標を設定するものでございます。なお、この実施計画書の策定は平成１９年度中に策定するものでございます。以上でございます。
１１番（相原京子君）　分かりました。じゃ、また特別会計の時にもお伺いしてみたいと思います。
　次に、福祉介護課にお伺いしたいのが、老人福祉事業費の中にあります高齢者世帯に対する福祉タクシー券助成事業、バスがなくなりましてからお年寄りの皆さんの足の、交通弱者の足の確保ということで導入されましたこの事業の本年度の積算根拠並びに利用状況をお伺いするものです。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えいたします。
　この福祉タクシー助成券事業につきましては、民生委員の方々に、その地区の高齢世帯、対象世帯の把握をお願いをしておるところでございまして、本年度の事業内容でございますが、２００世帯、１世帯当たりが６,０００円ですので、１２０万円というようなことでございます。利用状況につきましては、正確な数値は把握してございませんが、前年度の予算が１８０万円でございました。これは一応３００世帯を予算計上しておったんですが、１８年度の利用実績等を勘案して新年度に反映した金額になっておりますので、ご理解いただきたいと思います。よろしくお願いします。
１１番（相原京子君）　そうしますと、１８年度には予算化したほど使われなかったと、こういうふうに理解してよろしいんでしょうか。
福祉介護課長（山川　修君）　議員お質しのとおりでございます。
１１番（相原京子君）　分かりました。
　次にお伺いしたいのが、児童館管理運営費でお願いをいたします。入館予定者数７５名、年々利用者も増えてなかなか手狭になってきて先生方も大変な状況にあるのではないかと思います。そういう中で１９年度として何かこの予算の中で何か工夫なされた点とかあるかどうかをお伺いいたします。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えいたします。
　何か工夫をした部分はないかというご質問でございますが、前年度の入館予定者数は８０名で、当初は８０名でございました。今年度は一応７５名ということでございますけれども、現在の職員の体制の中で質を高めながら実施していくということで、内容的には変わってはおりません。
１１番（相原京子君）　やはり大切なお子さんを預かる事業ですから、先ほどの保育所と同じように、子どもたちがケガなどすることのないように、また事故に遭わないようにしっかりとした体制を組んでやっていかないといけない事業ではないかなと思います。そういう点にありまして、昨年よりは５名少ないということではありますけど、途中からの入館者とかあるから大体昨年同様ぐらいにいくのではないかと思いますが、見通しとしてはいかがですか。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えいたします。
　年度途中の増ということですが、昨年同様の人数ぐらいにはなるんではないかなと予想はしております。
１１番（相原京子君）　例えば雨の日の対策とか、外で遊べない日の対策、このようなことはどのように処理されているといったらいいか、対応されているかをお伺いするものです。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えをいたします。
　児童館だけでは狭隘でございますので、醸芳小学校の体育館、地域交流センターなどを利用して実施をしております。以上です。
１１番（相原京子君）　最後なんですが、介護予防一般高齢者施策事業の中で、新規であります介護予防学習会等講師謝礼として予算計上されておりますので、この対象者はどのような方になるのかをお伺いいたします。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えをいたします。
　一般高齢者の方が対象になります。例えば、老人クラブの会員さんとか町内会の方々とか、いろいろな一般高齢者が対象になるということでございます。
１１番（相原京子君）　じゃ、学習会で講師謝礼ですから何回もということではなくて、回数は１回とか２回とかに限られるのかをお伺いいたします。
福祉介護課長（山川　修君）　お答えをいたします。
　学習会につきましては、多岐にわたっておりまして、その積み上げとなっております。予定しておりますのは、認知症についての専門家による講演、それから、県主催の認知症研修受講者が講師となっての学習会、それから、認知症サポーター研修会、高齢者虐待防止関連の講演会、介護予防に関する学習会、町内会などの介護予防学習会、その他一般健康教育等を予定しております。以上でございます。
２番（半澤　高君）　２点質問いたします。
　まず、第１点は町民生活課で８７ページ、防犯対策費につきまして。第２点は上下水道課で水道施設整備事業補助金１３１ページにつきまして、その２点をお尋ねします。
　まず、第１点の町民生活課、防犯対策費についてなんですが、ここでお尋ねしたいのは空き家対策なんですけれども、１８年度、町内の空き家で子どもが遊んでいて火事騒ぎを起こしたと、そういったことがございましたし、空き家で強風でトタン屋根が飛ばされそうになったとかということがございました。この空き家対策について１９年度、この防犯という観点からですか、防犯、あるいは生活安全という観点から、どのように予算内で計上されているのか、お尋ねしたいと思います。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答え申し上げます。
　防犯対策の中で空き家対策という部門につきましては、特別予算措置はしておりません。ただ、そういう問題の場所があった場合は、担当課として地主とか又は地権者、それから地元消防団などと協力をして対策を講じてもらうよう努力をいたしております。特に草を伸ばして非常に危険な場所等につきましては、その都度町民生活課として地主等に対応したりしておりますので、そういう観点から取り組んでいきたいというふうに考えております。特に予算的には措置はしておりません。
２番（半澤　高君）　お願いしたいのは、町内会、そういったところでやはり空き家についての情報ですか、そういったものをつかんでいただいてもらって対処してはどうかというふうに考えてはおりますが、いかがなものでしょうか。
町民生活課長（岡﨑忠一君）　お答え申し上げます。
　平成１９年度の取り組みとして、町内会単位の自主防災組織の結成なども一応視野に入れて取り組んでまいる予定でおりますので、その町内会ごとの危険箇所とか、そういう点も考慮しながら、地元町内会、消防団、また町と一体になって進めてまいりたいというふうに考えております。
２番（半澤　高君）　次の質問なんですが、１３１ページの水道施設整備事業補助金ですか、これは５０万ということで計上されていますが、簡易水道の補助金ということなんですが、昨年度といいますか、１８年度の当初予算ですと予算計上されたのが３００万であったと私の記憶違いだったら大変申し訳ないんですが、３００万であったと思っております。６分の１に減ったということは、去年３００万の中でだいぶ整備がされたのか、それとも使わずに５０万、今回の３００万というのはなかなか使い切れずに今回の予算計上では５０万としたのか、その辺についてお伺いするものです。
上下水道課長（佐藤　茂君）　それでは、お答え申し上げます。
　水道施設整備事業補助金でございますが、補助の目的が桑折町上水道事業の給水区域以外で３人以上の共同利用による給水設備を設置する場合において、その経費を補助する補助制度でございます。簡易水のみということではございません。それで、なぜ３００万から５０万に削減がされたかということでございますが、昨年につきましては今現在で簡易水の要望が４件、あと具体的に申し上げますけれども、狐坂地区で川向ですが、伊達町の上水道を受水しておりました。それで、ちょっと話長くなりますけれども、減額の理由でございますが、昨年３００万ということで今年５０万ということで、簡易水４件のほかに今言った狐坂地区の水道布設に対しての金額が約２７０万というようなことで多かったということで、今年度は５０万に削減されたということでございます。
２番（半澤　高君）　今年度５０万に削減したということなんですが、これについては要望等を、簡易水道とかほかの要望等を受けたうえで、この５０万の計上となったと思われますが、今期といいますか１９年度はどのぐらいの件数であるのかお尋ねします。
上下水道課長（佐藤　茂君）　事前に１９年度の要望というようなことで、簡易水道組合の方に要望をとりました。それで、金額にしては約３０万ほどということで、あとの２０万については緊急のような何か生じた場合のことを勘案しまして５０万というような予算ということにいたしました。
２番（半澤　高君）　１９年度以降の見込みとしては、やはり大体５０万ぐらいずつの計上とみていいものかどうか、最後にお尋ねします。
上下水道課長（佐藤　茂君）　この補助制度でございますが、まず現在の既設の維持補修についての補助、あと何らかの例えば原水の取水がうまくいかなくなったというような場合には新設ということになるんですが、その新設に対しても補助する制度でございますので、今後５０万程度ということではなくて、その年年の事情によりまして、それの金額については上がるということも考えられると思います。
１７番（奥山敏夫君）　１件だけお尋ねいたします。
　２４５ページの医療給付滞納繰越分なんですが。
議長（高橋宣博君）　議員、２４５ページは特別会計になるんじゃないでしょうかね。
　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって福祉厚生常任委員会所管関係の質疑を終わります。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休憩
議長（高橋宣博君）　約１０分間休憩いたします。再開は５時５５分といたします。

（午後　５時４５分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎再開
議長（高橋宣博君）　休憩前に引き続き会議を再開いたします。

（午後　５時５５分）
                    ◇                    ◇                    ◇
議長（高橋宣博君）　これより産業建設常任委員会所管関係の質疑を行います。
８番（朽木正衛君）　１点のみお聞きしたいと思います。
　産業振興課の新しく新規であります農業経営海外派遣ということで研修事業、どっち方面で何名考えているのかお伺いします。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　まず、研修先は、これはまだ未定でございます。予算的には１名の予算を組んでおります。以上です。
２番（半澤　高君）　２点お尋ねします。
　両方とも産業振興課で、１点は８７ページのうぶかの郷関係だと思いますが、工事請負費１０８万２,０００円に関して。もう１点は、１４９ページ、プレミアム付き共通商品券発行事業１１２万についてでございます。
　まず、第１点の８７ページ工事請負費１０８万２,０００円についてなんですが、この間のご説明では、うぶかの郷の浴槽のタイルですか、タイルを直すということなんですが、昨年６月に補正予算を組んだ際に私は、うぶかの郷かなり年数経っていますので年次計画、今年度はここ、来年度はここと、そういったものを立ててほしいということでの要望を出しておりますが、まずは１９年度はこの浴槽のタイルということだと思います。そのほかといいますか、この浴槽のタイル以外にもやはり悪くなっているところは結構あると思うんですが、その年次計画について立てたものか、立ててないものか、まずはお尋ねします。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　うぶかの郷の施設につきましては、だいぶ古くなってきておりまして、修繕を必要としておるのは議員ご指摘のとおりでございます。まず、計画を立てたのかということなんですけれども、一応うぶかの郷と状況を聞きまして、どのような部分がどういう改善が必要かということで一応一覧表はございます。ただ、ご存じのように今回の予算等にも出ましたように、実際エアコン等を建設当時から現時点まで１０数年経っておりまして、この補修もできない、要するに部品ももう既になくなっている状況ですので、本来ですとエアコン等も取り替えたいということで予算要求をしたわけですが、現実的にはタイルの浴槽の張り替えのみだったということで、まず計画がなかなか立てられないというのが１つ問題であります。ただ、どの部分を修繕しなければならないかというものにつきましては、一応把握はしております。以上です。
２番（半澤　高君）　それでは、この１０８万２,０００円なんですが、浴槽のタイルということで、うぶかの郷、この工事について何月ころに工事をやる予定であるのか、工期についてもどのぐらいの日数なのかお尋ねします。
産業振興課長（佐々木才市君）　この補修につきましては、当然入り客数の少ない時期を見計らってということになると思いますので、１９年度事業を施行するにあたりましては、うぶかの郷と協議をしながら対応してまいりたいと考えております。
２番（半澤　高君）　これ工事請負費として上がっているものですから、もう工事いつからいつまでやるとか、その辺大体は決まっているんじゃないかなと思って質問したわけなんですけれども、そういうわけではないということで、前にもありましたけれども、お風呂に行った方が、今日工事しているので入れないと、うぶかの郷にお風呂行ったんだけど入れなかったとかと帰ってくる人とか、その辺なんですか、お風呂を直したときに結構ありましたので、その辺やはりＰＲといいますか、周知ですね、徹底していただきたいということをお願い申し上げて次の質問移ります。
　プレミアム商品券の１４９ページなんですが、これに関して１９年度どのように予算を組んだのか、詳しくお尋ねします。
産業振興課長（佐々木才市君）　予算の組み方なんですけれども、実際に実施するのは桑折町商店会連合会桃の郷商品券発行事業ということで、商店会連合会の方で実施するということになっております。実は、要求としては１８年度同額で要求があったわけですが、今回の予算編成方針の中で町の単独事業については２割削減と、そのような方針を立ててありましたので、それに沿って商工会の方とご相談を申し上げました。商工会としては大変厳しい状況の中ではありますが、とりあえず２割削減、要するに１８年の事業費のといいますか予算額の町予算の２割削減ということで対応してまいりたいと考えております。
２番（半澤　高君）　かなり、これお客さんも喜んで買っていかれるお客さんが結構いらっしゃるみたいなんで、なんとか２割削減というのはちょっと残念ではありますけれども、続けていただきたいなと思っています。そこで、このプレミアム付き商品券、桃の郷商品券ですか、これに関しまして、せっかくこの商品券を発行しているんですから、前払い式の商標ということで、せっかくこれを発行しているんですから、これを役場といいますか、町でやる行事の敬老会のお祝いとか、あるいは街道祭りとか、そういったときの何かの商品とか、そういったものには使えないかどうかと私は思っているんですが、この点について１９年度、その辺はお考えあるかどうかお尋ねします。
産業振興課長（佐々木才市君）　まず、この事業そのものが先ほど答弁いたしましたように、町の事業ではない。議員はたぶんお質しの趣旨は町の事業の中で、そのプレミアム商品券を購入して、それを有効活用したらいいのではないかなと、そのような趣旨だと思いますが、とりあえず先ほどお話ししましたように、商工会の方でやっている事業なものですから、町でそれを各事業等に使うという考え等は現在のところ持っておりませんし、そういう庁内の打ち合わせ等もやった実績はございません。
２番（半澤　高君）　これについて今のところやったということはないということですが、今後どのような、そういった考えを持ってもいいのではないかなと思っているんですが、課長の所見お伺いします。
産業振興課長（佐々木才市君）　議員がご指摘のように、このプレミアム商品券については本当に町民の方、待ち遠しいといいますか、待っていらっしゃる、その状況は今回の商工会の桃の郷まつりの中でも見受けられました。それは分かりますけれども、現実的には数が限られていると、そういう中においては町でその部分を占めるのではなくて、やはり活用したい方に桑折町の商店会のＰＲも兼ねながら実施していただければなと、そのように考えております。
６番（平井光一君）　産業課に、この良質早苗作り条件整備事業１３９ページ、新規事業について。次に、新規同じく半田銀山太鼓銀栗保存会のコミュニティ助成金２１０万について。３点目が、ただいまも触れました商工業振興、この商工会の補助金並びに街灯組合補助金、加えてプレミアム共通補助金の３つの合わせての商工会振興ということでも観点についてお伺いするものであります。最後に、建設課の中の道路新設改良舗装事業の中の１４番、継続の用地補償石橋線の部分についてお尋ねをするものであります。よろしくお願いします。
　最初に、この良質早苗作り条件整備事業、機械導入への補助ということでございますが、この利用組合におかれましては、栽培はどの程度の面積であり、この機械はどのような機械で、台数的にもお分かりになるんであればよろしくお願いするものであります。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　まず、ボールクロップの面積ですけれども、１０ヘクタールほど見込んでおります。導入する機械は、その飼料作物を刈り取りをする機械１台であります。金額的には８４０万、このうち県の補助事業を現在考えておりますので１０分の４、自己資金が１０分の６ということになります。以上です。
６番（平井光一君）　この刈り取り機械に対する補助金ということでありまして、良質早苗作り条件整備ということになりますと、一定の飼料生産をした後に、いわゆるまだ水田に復帰をされるという解釈でよろしいのかどうか。大豆並びに小麦に転作するものなのか、この名前が良質早苗作り条件整備でございますので、（不規則発言あり）ああ、誤解をしました。誠に申し訳ございません。じゃ次に移ります。
　半田銀山太鼓銀栗保存会に対するコミュニティ助成金なんでありますが、この事業内容について説明を求めるものであります。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　今回、１９年度の一般コミュニティ助成事業を使うと。一般コミュニティ助成事業というとちょっと分かりにくいんですけれども、宝くじ助成金であります。こちらの助成を使いまして太鼓を購入するということであります。
６番（平井光一君）　この銀栗保存会におかれましては、現在太鼓の台数はどれほどお持ちになっておられるのか。併せて、今回はどのような太鼓をお買いになるのか。いわゆる一定の補助金をもってこの銀栗保存会がますます活動の弾みをつけるというもので、部分で解釈をしているわけでございますが、その点でお伺いするものであります。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　現在、半田銀山太鼓保存会では、大太鼓１台、それから小太鼓が５台、それに太鼓台１台ということであります。今回購入は、大太鼓１台、それに太鼓を乗せる台を付けて購入するということで、これを購入しまして保存伝承を図っていきたいというようなことでございます。
６番（平井光一君）　是非ともいち早く助成をしていただきまして、銀栗保存会には今後の活動をがんばっていただきたいと思いますので、よろしくお願いするものであります。
　この商工振興費、商工会に対する振興補助金も減額になったように記憶をしておりますし、併せて街灯組合についても補助金の減額になっているものと。加えて、ただいま２番議員が質問されましたプレミアム付き共通商品券についても２０％の減額と、お金がないという部分で致し方ないのかなという一定の理解はするものでありますが、はっきり申し上げまして、桑折町商工会、大変活気があるという状況には至っていないと。売り上げも年々減っているという状況の中で、結局街路灯組合の補助金も減らすんであれば電気も消える時間も早くなってしまうのかなという、そういう総合的に考えた場合ですね、この商工業のいわゆる商工会の発展という部分かな、自治体として商工会振興に寄与するという部分の基本的考え方の部分が、お金がないという部分で欠落していってはいかがなものかという部分が心配されるものであります。この点についての基本的考え方をお尋ねするものであります。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　桑折町商工会として収益事業を行っているわけではありませんので、ご指摘のように町の補助金が減るということは商工会活動そのものに大変窮するようになるのかなと。商工会の会員の方が増加傾向にあるとか、そういう状況ならば当然会員の会費等によって賄われる部分も多くなるとは思いますが、そういう状況でない、意に反して会員の減少等の中で町の助成金を減らすということは、本当に忍びないところであります。ただ、今回、先ほどお話ししましたように町の編成方針に沿った対応をせざるを得なかったと。ただ、実は商工会振興事業費の中でも、商工会振興事業、それから商店街活性化支援事業、中小小売業商業振興推進支援事業、それから、青年部・女性部活動推進事業という部分があるわけですが、これらにつきまして、この中で商工振興事業を除きまして２０％ほど削減をさせていただきましたが、この商工振興事業については当初２割、２０％削減の協力をお願いしたいということでお話をしてまいりましたが、やはりその部分で減らされるのは商工会として立ちゆきができないということがありましたので、いろいろ協議の中では、ここは５％の削減で抑えております。そういうことで、じゃ今後の中では大変厳しいものがありますが、状況を見ながら予算編成をしていくということにはなると思いますが、極力、今回２０％削減に協力していただきましたので、できればこれ以上の削減はちょっと厳しいのかなと、そのように考えております。
　それから、街路灯の関係ですけれども、こちらにつきましては前年度同額で対応しております。以上です。
６番（平井光一君）　商工会の方は私も詳しくは存じ上げませんが、いわゆる各種団体、青年部も含めそれぞれの団体があろうかと思います。その方々が活動の方針替えとか新たな起案があって、町にこういう事業をおこしたいと、町の振興並びに交流事業にも寄与できるのではないかという起案があって補助要請があった場合には、担当課としてもそれにお応えになるものと判断してよろしいものかどうか、お伺いするものであります。
産業振興課長（佐々木才市君）　十分に検討してまいりたいと考えております。
６番（平井光一君）　是非ともそのようによろしくお願いするものであります。
　では、次、建設課の方にお尋ねをいたしますが、１４番石橋線のこの交差点の改良の部分で、昨年測量をしていただいたわけであります。その部分で交差点改良という部分での用地買収補償ということでとらえてよろしいものかどうか、お伺いするものであります。
建設課長（岩﨑健一君）　お答えを申し上げます。
　議員ご指摘のとおりでございます。
６番（平井光一君）　速やかに対処をしていただいたという部分では、一定の評価という部分はいたします。そうしますと、これ今後のあり方につきましては、今度、実施測量という部分も絡むのか、そのまま改良事業ということになるものか、今後の進み具合というか、担当課として考えている今後の予定というのはどのようになりますでしょうか。
建設課長（岩﨑健一君）　お答えを申し上げます。
　平成１９年度につきましては、用地買収と補償をさせていただきたいというふうに考えております。その次が工事というふうな流れになろうかと思います。
６番（平井光一君）　ずいぶん交通事故が起きておりまして、その危険性も鑑みて、すぐさま用地補償という実行に移していただいたものと解釈をしております。併せて、では来年度、厳しい予算の中にあっても改良工事にいそしむと、努力するというお言葉はいただけるものかどうか、お伺いするものであります。
建設課長（岩﨑健一君）　お答えを申し上げます。
　平成２０年度の予算につきましては、当然要求をしていきたいというふうに考えています。
１７番（奥山敏夫君）　私は２件についてお尋ねいたします。
　第１件目は、１５９ページ関係の工事請負費３５６万２,０００円ですか、これのいわゆる設計監理となっておりますが、これは何の設計監理なのか、その内容についてお尋ねいたします。もう１件は、２１１ページの林道産ケ沢線関係でございます。
都市整備課長（大越秀雄君）　お答えいたします。
　都市計画総務費の１３の委託料の２００万というようなお質しかと思いますけれども、この部分につきましては、福島蚕糸跡地の計画書の策定ということで、基本的にコンサル委託する前に戻ってというようなこともございまして、今回基本的には内部で作成をしたいというふうには考えておりますけれども、一部コンサル等の支援委託をいただきながらというふうに考えておりました。蚕糸跡地利用に係わる計画の方針、計画の導入期の施設の部分での検討、あるいはゾーニング、導線計画、あと報告書の取りまとめというような形で考えてございまして、約２００万ということで計上をさせていただいたものでございます。以上です。
１７番（奥山敏夫君）　ここには設計監理とあるんですね。だから何を設計し、何を設計に基づいたものを監理するんだと思うんですが、その設計というのは蚕糸跡地の何を設計するのかお尋ねいたします。
都市整備課長（大越秀雄君）　お答えいたします。
　その委託料の中で①の設計監理という形になってございますけれども、これは財政の節、細説明の中で、委託料で申し上げれば０１が設計監理、０２が公共用地管理、０３が公共施設管理というようなことで、その他含めて９９ということで１２項目ほどの細説明に分かれております。その中の設計委託ということで、①の設計監理というような項目の中で適用させていただきまして計上しているということでございます。
１７番（奥山敏夫君）　３回きりできないので、しっかりと、もったいないから。普通設計監理といえば、設計書があって、その工事の場合に監理するというのが設計監理ということなんで、今の答弁はちょっとおかしいし、ここに載せた意味からいうと何か福島蚕糸跡地をまたコンサルに委託するんだとか、その準備をやるんだとか、はっきりしないんですが、コンサル委託ならコンサル委託とちゃんと書いておいた方がいいんじゃないですか。
都市整備課長（大越秀雄君）　お答えいたしますが、財政の項目の分け方として１３の委託料につきましては、詳しく申し上げますと、０１が設計監理という１つの項目、あと０２が公共用地管理、０３が公共施設管理、０４が機械保守、０５が電子計算機処理、０６が健康管理、０７が測量調査、０８が登記、０９が台帳図面作成等、１０が老人福祉対策、１１が廃棄物処理等、９９がその他というふうになっておりまして、基本的にこの項目の中での計上ということになりまして、今回はコンサル委託ということになりまして、０１の設計監理に該当してそういう計上になっているということで、これは財政上の決めでございまして、そのようなご理解をいただきたい。
　以上でございます。
１７番（奥山敏夫君）　（前段不明）
　それから、２１１ページの林道産ケ沢災害復旧工事関係で３００万関係でありますが、これは全線をやるのかどうか、あるいは局部的にやるのか。そして、また、やった後は一般人も通行できるのかどうかお尋ねいたします。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　まず、林道産ケ沢線なんですけれども、この林道産ケ沢線は林道南半田赤坂線と半田山に向かう、その分岐のところを起点にしまして藤倉ダムまでなんです。その藤倉ダムから約３００メートルぐらい上流の法面が１１月の雨で１０メートルぐらい崩壊いたしました。大変きつい法面であります。法面というか車道でありまして、そのまま放置しておきますと全線といいますか、通行止めになってしまうということで、これは災害復旧をもって対応してまいりたいと、そのようなものであります。ですから、一般の方が通れるとか通れないということではなくて、当然その復旧をしないとあそこのダムに行けなくなるということになるものですから、これは早急に１９年度になりましたらば対応してまいりたいと。１１月に災害発生して、じゃ今まで何してたんだということになるんですけれども、これは半田山の昨年の積雪の状況を見ましても、冬季の施工は無理であります。そういうことで、現実的には１８年度は対応してまいりませんでした。ただ、雪がなかったために施工できたんではないかと、そのようにお思いになるかもしれませんが、現実的には半田山ですので、それは１９年度で対応するということで考えております。
１７番（奥山敏夫君）　そうすると、今のお話聞くと、この道路に限らないということなんですか。災害現場はどんな状態なんですか、お尋ねいたします。
産業振興課長（佐々木才市君）　林道産ケ沢線の道路の法ですね、要するに路肩が崩壊したんです。崩れたんです。路肩が崩壊したものですから、それを今回直すということであります。
３番（平井國雄君）　産業振興課、環境にやさしい農業推進事業ページ１３７と、同じく農地流動化奨励事業ページ１３７、この２点についてお伺いいたします。
　環境にやさしい農業推進事業ですが、これは大金５２１万３,０００円、これ性フェロモン剤の補助金でありますが、これは今まで、いつ頃から始まって、今まで全額どのくらいお支払いされたんでしょうか。
産業振興課長（佐々木才市君）　たぶん担当者もその総額についての持ち合わせはないと思います。ただ、補助が始まってから１０年近くにはなると思います。
３番（平井國雄君）　１０年といいますと、単純に計算しても、もう５,０００万以上、６,０００万か７,０００万ぐらいのお金は使われていると思うんですが、その費用対効果と申しますか、これは確かに安全安心ということで農薬を少なくして、そういううたい文句で桑折町の桃ないしリンゴ等をアピールしているというか宣伝しているわけだと思いますが、もうこの性フェロモンという言葉がインパクトがちょっと薄らいできているんじゃないかと。また、あと農家の方から言わせますと、これは全額の補助ではありませんし、これは性フェロモン剤買った品物の何割ですか、１割か２割ぐらいの補助かなと私は認識しているんですが、そうすると、もう何億円というお金が農家からは支払われているわけですね。これが直接農家にとってプラスになっていると、（不規則発言あり）私が要するに言いたいことは、もうそろそろこの方法ではなく、もう少し新たな方策も考えていらっしゃるのかと。何回も言いますけれども、費用対効果ね、やはり考え直す時期にきているのではないか、そういうお考えは持っていらっしゃるのかどうか、それをお聞きします。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　この補助について正確な経過年数等をお答えできなくて申し訳ないんですけれども、確かに補助事業自体としては、やはりスクラップアンドビルド方式で３年等の年数で一応その経過をして、その状況によって改めて判断をしていくということが大切なのかなと思っております。ただ、この事業については戦略的作物である桃の安全安心という中で農家の方の需要も多いと。なぜ、そのように需要が多いのかなと思いましたらば、なかなか価格が安くならないということでありました。その原因はいろいろとあると思いますが、そういう中で、まだ町で補助できる状況ならば少し続けたいとは思っておりますけれども、ただ、町のやはり全体の中で考えていくには相当な年数経過した補助でありますので、改めて補助を続けるにしても、もう一度見直しをする時期になっているとは思っております。
３番（平井國雄君）　もちろん、この補助は減らしていただいては困ることですが、これをもう少し（不規則発言あり）要するに、もう一度頭を柔らかくして、このものにとらわれないで、これが本当に農家を豊かにするようなお金の使い道を考えていただきたいなと思います。なお、これで終わります。
　次、農地流動化奨励事業についてお伺いします。これも２５１万、はっきり言いまして、この事業は目的はここに書いてある規模拡大、有効利用への奨励事業ということでこれが出されているわけですが、チラッと聞いた話、なんかそろそろこれも削減になるような話も聞いておりますが、これは当初の目的といいますか、それは達成されたと思っていらっしゃるのか。また、この事業は続けていかれるのか、私の早合点なのか、その辺をお知らせください。
産業振興課長（佐々木才市君）　お答えいたします。
　農地流動化のこの事業につきましては、昭和５５年だったと思います。農用地利用増進事業の法律ができまして、それで対応してきたと。ただ、その時点では流動化奨励金という交付は行っておりませんでした。ただ、どうしても農業委員の方の流動化を図るうえで、やはりバックアップがないとなかなか図れないということで、この流動化奨励金を付けたというのが実際であります。現在ではどのような状況になっているかということになるわけですが、みらいアグリさんという法人が設立され、通常そういう町内の中での貸し借りについては奨励金を付けていた経過があります。ただ、町外の方には付けていないと。ですから、流動化奨励金はみらいアグリさんと流動化の集積をされた方は対象外となると。それから、もう１つは、現在農業に携わる方が高齢化して耕作放棄地が増えてきていると。要するに、昔と状況がだいぶ変わって、借りてほしいという方が年々多くなっていると。それから、１つと言ったんですが、もう２つぐらいあるんですけれども、そのうちの１つとしては、米の価格がだいぶ毎年変わってきております。昔は１０年とか５年の長期の貸し借りが対象でありました。この町の奨励金は５年以上の貸し借りについて対応してまいったわけですが、現実的には米価が毎年多く変わるとなると借りる方もやはり長期の貸し借りは難しいということで、実際５年以内の期間がだいぶ多くなっております。そういうことで、この奨励金については１つの役割は終えたのかなとは思っておりますし、ただ、そうした中でも認定農業者の方をやはり育成をしていくということも必要であります。そういうことで、今回は認定農業者に絞りまして奨励金を交付するという考えであります。ただ、では農用地利用増進事業のそういう町での取り組みが一般の方々から対象外になるのかということではありません。あくまでも奨励金の対象としては１９年度１１月の流動化からは認定農業者を対象にした奨励金の交付に変わるということで、ご理解をいただきたいと思います。
３番（平井國雄君）　今、認定農業者にはこれが継続されると聞いて一応安心はしたんですが、今後本気になって、情熱を燃やしてやろうとしている方に水を差すようなことがないようにお願いしまして、これで終わります。
産業振興課長（佐々木才市君）　答弁漏れがありましたので、お答えをしたいと思います。
　今までの奨励金をそのまま継続するということではありません。１年のみと、今までは３年間継続して奨励金を交付しておりましたが、１年のみということになります。
　以上です。
１２番（齋藤松夫君）　簡単に２つお願いします。
　１点目は、都市整備課の先ほど取り上げられました２００万円の蚕糸跡地計画策定費。２つ目は、建設課の道路新設改良舗装事業等につきましての工事発注契約事務ということで伺います。
　まず、１点目でございますが、２００万円の中にはコンサル委託料も含むというお話でございますが、今回はどういった方面のコンサルを考えておられるか伺います。
都市整備課長（大越秀雄君）　お答えいたします。
　今回予算計上にあたりましては、予算編成方針の中でうたっておりますように補正予算は基本的には認めないというようなことも言われておりましたので、計画の進め方、策定方法等については町長も一般質問の中で答弁してありますように、今後その蚕糸特別委員会、協議会、幹事会等あるわけでございますけれども、その中でいろいろとご相談をさせていただきながら対応していきたいというふうに思っております。それで、コンサルの利用につきましては、先ほども申し上げましたように、基本的には支援をいただくというような形でございますので、計画の方針等をある程度定まった段階でいろいろと検討したいなというふうに思っております。現時点での予定コンサルを予定という部分では、特定のコンサルの予定という部分では現在考えておりません。
１２番（齋藤松夫君）　次は、建設課の道路新設改良舗装事業費でございます。
　内容は国道拡幅関連１路線等々いろいろ述べてありますが、実は今般明らかになりました平沢仲城線の道路改良舗装工事、これにつきましての契約変更ということで明らかになりました繰越明許費の件ですね。一連の事実からして、大変に驚いているところでございます。議会の１つの大きな役割はチェック機能でありまして、この点で一生懸命がんばっているところでありますが、まだまだチェック機能の発揮という面では不十分であるという点で深く反省をしているところであります。そこで伺うわけでありますが、このように道路改良の予算編成をいたしますと、それが議会を通過をするということになりますと、すぐに担当課長は、その予算執行計画、道路についていえば工事発注計画というものを立てることになるのだろうと思うわけであります。同時に、また、そうした計画に基づいて工事発注契約事務を進めまして、落札した業者との間では契約に基づきまして工程表等の提出などを求めると、そして一定の段階で前金払い等々請求があれば支払いを行うということになるのだろうかと思うわけでありますが、この工事発注計画というものがどのように立てられているのかというのは見たことがないわけであります、我々は。まだ新年度はいつ、まだ作ってないのかと思います。これは、いつの時点で、どのようにして作るのかという点をお伺いをする次第であります。同時に、１９年度のものはまだ作っていないと思いますので、是非１９年度当初に作った発注計画ですね、これを明日あたりまでにご提出をいただけないかと思うわけでございますが、いかがでしょう。１８年度の分ですね。
建設課長（岩﨑健一君）　お答えを申し上げます。
　平成１９年度事業の発注計画については、まだ検討しておりません。今議会が終了した段階で建設課内部で検討して計画を作成するというような段階になっておりますし、３月下旬までに税務財政課からもたぶん求められるはずでございます。
　あと、平成１８年度の発注計画につきましては、ございますのでお渡しできるというふうに思っております。
１２番（齋藤松夫君）　どうやら年度内に発注計画というものは立てるようでございます。
その発注計画、まず出来ました。そうしたら契約に入るわけでございます。入札に入るわけでございます。落札業者がはっきりします。契約の締結ということになるわけでありますが、実は平沢仲城線につきましての契約書を既に提出をしていただいているわけでありますが、しかし、この契約書を見ますと、いわゆる工事契約約款に基づいてということでありまして、特約条項が述べられているだけでありまして、その内容がどうなるのかということについてまでは、これだけでは分からないわけであります。そこで、工事契約約款もひとつご提出をいただきたいと思うのでありますが、いかがでしょうか。これは相当の部数になるのであれば議会事務局に１部いただければ、あとは関係部分をコピーをお願いするということで対応できますので、それをお願いをしたいわけでございます。問題は、そのようにして工事契約約款に基づきまして工事契約を締結をするわけであります。そして、業者の方は工程表を提出をするということになります。これは、平沢仲城線についての工程表をいただいたわけでございます。これを見ますと、現場の状況とはとてもとても開きのあるようなことになってございます。もう今頃は掘削、床堀りから法留め側溝と、こういったところまで、あとは路帯路床の盛土という、失礼しました。もっともっと進んでいなければならないと、Ｕ型側溝、横断溝、舗装盤取り壊しと、階段工とか集水枡の工事とか、そういうところまで現在の時点ではいっていなければならないのがこの工程表であります。ところが現場は、まだ丁張りをかけただけということで大変な開きがあるわけでございます。一般に契約後の工程表の提出と工程表に基づく実行というのは、こういったことなのかどうか、平成１９年度においてもこんな感じで進んでいくのかどうかもお聞きをしたいと思います。同時に、また工期までにその工事が出来上がらないという結果になりました場合には、どのような措置が講じられるのかも伺う次第であります。
建設課長（岩﨑健一君）　お答えを申し上げます。
　平沢仲城線の件からでよろしいんですか。平沢仲城線の。（不規則発言あり）まず、工事請負契約約款につきましては、現在ございますので、議会事務局にお届けをしておきたいというふうに考えております。
　あと、平成１９年度工事発注の考え方でございますけれども、やはり入札の契約を締結すれば当然工程表なり現場代理人の選任届をいただきます。工程表に沿っての仕事を実施していくようにお願いを当然していく考えでございます。（不規則発言あり）平沢仲城線につきましては、繰越明許を撤回させていただきましたように、ああいう考えでおりました。これが適切でなかったというようなことで撤回をさせてもらったわけでございます。それと工期、何日もないわけなんですけれども、なんとか工期いっぱいにできるように業者にお願いをしていきたいというふうに考えております。（不規則発言あり）お答えを申し上げます。答弁漏れがございました。仮にできなかった場合につきましては、事故繰越の手続きをとらせていただくようになるかもしれません。その段階では業者にどういう理由でできなかったんだというような弁明書というんですかね、ちょっと私詳しく分からないんですが、そういうのも提出いただくようになるのかなというふうに考えております。（不規則発言あり）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休議
議長（高橋宣博君）　暫時休議いたします。
（午後　６時５６分）
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎再開
議長（高橋宣博君）　再開いたします。
（午後　７時００分）
                    ◇                    ◇                    ◇
１２番（齋藤松夫君）　答弁はここでいただくということにいたします。その際には、工事契約約款も我々も目に触れることができる段階となっているでありましょうから、その方がよろしいということでございます。ただ、ここで申し上げたいのは、答弁をいただく以上に重要な事実が明らかになったということなんですよ、答弁以上に。つまり、工事契約約款に基づいて契約はしているんだけれども、それをどのように業者との間で進めていくのかを知っていないという事実が明らかになったんです。現場の担当者はいろいろそれだけ仕事をすることで一生懸命ですよ。そこをしっかりとやっていくのが課長の仕事ではございませんか。第一線の職員は、どんどん現場に出て行っていろいろ仕事をやるわけですよ、実務をやるわけですよ。実務がいっぱいですよ。課長は違うわけですよ。課長の席に座って、財務規則や契約書や契約約款に照らして誤りないように仕事をリードしていくのが課長ではございませんか。その課長が今、答弁出ていないわけですから。だから平沢仲城線のような問題が出るわけですよ。まず、ここがいちばんの問題だと思うんですよ。これは答弁以上の答弁をいただいた場面ではないかと思うのでございます。
　そこで、結局最後は平沢仲城線のことで伺わざるを得なくなるわけでありますが、平沢仲城線は私の計算でありますと、最終的には、つまり既発注分と追加分と合計としますと１,２６９万７,０００円の工事費ということになるのではないかというふうな感じがします。当たらずとも遠からずという数字ではなかろうかと思います。そうしますと、入札をしたのが７１１万９,０００円ですね。８９％の落札率で落札したわけでございます。それがその後、追加工事で変更契約ですから全部設計変更になるわけでしょう、おそらく全部。間接工事も全部、総体の工事の中から間接工事費などの積算をし直すんじゃございませんか。おそらくそうでしょう。そうして入札もしないで１,２００万で業者と変更契約をするというふうになりますと、８９％の落札になったその契約、入札はいったい何だったということになってしますんですよ。入札なしで、それこそ設計価格で、場合によっては設計価格そのもので歩切りもしないで業者と契約をするということもあり得るという、そういうことが実際にはないでしょうけれども、だれも分からないところでやるわけですから、そういうこともあり得るということなんです。やろうと思えばできるんです。分からないことなんですから、我々は。役場の中だって関係以外の人は分からないですよ。つまり、そういう変更契約という方向に起案書もなく、町長が口頭でそういうふうにやりなさいと指示したという、こういう答弁明らかになっておるわけでありますが、それをやろうと建設課は判断した。町長が、それに対してＯＫを出したのはいつですか。それを聞きますと、平成１９年度の工事契約発注、工事契約事務というものがどんなふうに進んでいくのかと質さなければならないのはどういう点かというのも非常に見えてくるわけですから聞いているわけです。過ぎ去ったことだけを問題にしているわけでありませんので、それはいつの時期であるかをひとつ明らかにしていただきたいわけでございます。と同時に、その最終的な設計価格がいかほどになったのかも明らかにしてください。
建設課長（岩﨑健一君）　お答えを申し上げます。
　変更契約の締結する場合、設計額が丸々加算になるというようなことは通常あり得ないわけでございます。当初の変更増の設計額が出れば、当初の落札率に掛けまして出た金額をもって変更増とするという方法で現在やっております。
　それと、今回の平沢仲城線の概算５００万、通常に積算をして出した金額が約５００万ということでございます。（不規則発言あり）
　答弁漏れについてお答えを申し上げます。詳しい月日までは、ちょっと今現在記憶しておりませんけれども、２月の中旬ころだったと思いますけれども、もっと前か、１０日絡まりの週の平成１９年度の当初予算の査定の中での話だったように記憶をしております。（不規則発言あり）そうでございます。
議長（高橋宣博君）　答弁保留は今出ますか。２回目の質問。約款というか工期内の。
（不規則発言あり）齋藤議員、あと今ちょっと出ないようであるとすれば、どうですか、総括か後日という朝一番ということぐらいで。そのようなことで課長よろしいですか。課長、いいですか、今のことで。じゃあ、是非よろしく対処方お願いします。
　ほかに。
　　　　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　質疑なしと認めます。これをもって産業建設常任委員会所管関係の質疑を終わります。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎休会の議決
議長（高橋宣博君）　お諮りいたします。
　特別委員会審査のため、明１３日の１日間を休会といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。
　　　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）
議長（高橋宣博君）　ご異議なしと認めます。
　よって３月１３日の１日間を休会とすることに決定いたしました。
                    ◇                    ◇                    ◇
　　　　　◎散会の宣告
議長（高橋宣博君）　以上で本日の日程は全部終わりました。
　明１３日は特別委員会審査のため、１４日には議案調査のため休会といたします。
　３月１５日は午前９時３０分開議いたしますから、定刻までご参集願います。
　本日は、これで散会いたします。
（午後　７時１１分）
